
２ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総

合支援法）の平成 26 年度施行について 

 

 

（１）障害者総合支援法について 

   平成 24 年に成立した地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保

健福祉施策を講ずるための関係法律の整備に関する法律（平成 24 年法律第

51 号）は平成 25 年４月と平成 26 年４月の２段階施行となっており、平成

26 年４月には、 

  ・重度訪問介護の対象拡大 

  ・共同生活介護と共同生活援助の一元化 

  ・地域移行支援の対象拡大 

  ・障害程度区分から障害支援区分への変更 

  の施行が行われることとなる。 

 

（２）平成 26 年４月施行に伴う主な政省令の改正について 

   平成 26 年４月の施行により、次のような政省令の改正を予定しているこ

とから、これらの政省令に関連する条例等を改正する必要がある自治体にお

かれては、ご留意願いたい。 

   なお、これらの政省令については、現在、パブリックコメントを実施して

いるところであり（11 月 14 日（木）締切）、年内のできるだけ早い時期に

公布する予定である。 

 

 ○ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令（平

成 18 年政令第 10 号） 

  （主な内容） 

   ・障害支援区分の認定手続の対象者に共同生活援助を利用する者を追加。 

   ただし、「介護給付費等の支給決定等について」（平成 19 年３月 23 日付厚

生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）において、共同生活援助利用

者のうち、介護サービスを利用しようとする者に限る旨を記載することによ

り、介護サービスを受けず、日常生活上の援助のみを受けようとする共同生

活援助利用者は障害支援区分の認定手続の対象とはしない予定。 

 

 ○ 知的障害者福祉法施行令（昭和 35 年政令第 103 号） 

  （主な内容） 

   ・知的障害者に対して居宅介護等の措置を行う際の基準の適用対象に、重

度訪問介護を追加 
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○ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則

（平成 18 年厚生労働省令第 19 号） 

 （主な内容） 

  ・重度訪問介護の対象拡大（P17 参照） 

  ・地域移行支援の対象拡大（P59 参照） 

 

○ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく

指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成

18 年厚生労働省令第 171 号） 

 （主な内容） 

  ・共同生活介護と共同生活援助の一元化関係（P25 参照） 

 

（３）平成 26 年４月施行に伴う告示等の改正について 

  上記政省令のほか、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービス

に要する費用の額の算定に関する基準（平成 18 年厚生労働省告示 523 号）

等の告示、通知に関しても改正を予定しているところである。 
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（４）重度訪問介護の対象拡大について 

 

①  新たに重度訪問介護の対象となる者の範囲について 

（対象者の要件について） 

  重度訪問介護の対象については、現在「重度の肢体不自由者」とされて

いるところであるが、「地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保

健福祉施策を講ずるための関係法律の整備に関する法律」において、その

対象が「重度の肢体不自由者その他の障害者であって常時介護を要するも

のとして厚生労働省令で定めるもの」とされ、平成 26 年４月より施行され

る。 

   新たに重度訪問介護の対象として追加となる者については、「障害者の地

域生活の推進に関する検討会（以下「検討会」という。）」における検討結果

を踏まえ、「知的障害又は精神障害により行動上著しい困難を有する障害者

であって常時介護を要するもの」とすることとしている。 

なお、行動障害を有しない者については、今回拡大される重度訪問介護

の対象とはならないが、居宅介護等における取り扱いは従来通りである。ま

た、検討会においては、現時点での課題についての検討状況等も勘案しつつ、

引き続き検討する必要があるとされたところであるのでご留意願いたい。   

 

対象者の具体的な要件については次の通りである。 

○  障害支援区分４以上 

○ 現行の障害福祉サービスにおける障害程度区分の認定調査項目の

うち、行動関連項目等（11 項目）の合計点数が８点以上である者（平

成 26 年度からの障害支援区分への変更に伴い、認定調査項目や選択

肢の変更が行われることを踏まえ、所要の見直しを行う予定） 

 

②  対象拡大後のサービス提供事業者の基準等について 

 （指定基準等について） 

指定基準については、現行のとおりとする。ただし、従事者の要件につ

いては関係告示において厚生労働大臣が定めるものとされているところで

あるが、以下のとおり見直すこととしている。 

報酬についても、原則として現行のとおりとすることとしている。 

「事業の主たる対象とする障害の種類」を定めることができる運営規定

については、肢体不自由者と知的障害者・精神障害者の障害特性が異なる

ことに配慮する必要があることから、「主として肢体不自由者に対応する重

度訪問介護」と、「主として行動障害を有する者に対応する重度訪問介護」

を標榜できることとする。 

従事者の要件については、「主として肢体不自由者に対応する研修」又は

「主として行動障害を有する者に対応する研修」（今後、関係告示の改正に

より新設予定）のどちらかを受講していれば基準を満たすこととなるが、

それぞれの障害特性に応じた研修を受講しておくことが望ましい旨を、別
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途、事務連絡等で周知を図る予定である。なお、都道府県におかれては、

肢体不自由と行動障害を有する者の双方を対象とする事業者もあり得るこ

とに鑑み、必要な場合には双方の研修を受講することができるようご配慮

願いたい。 

 

（重度訪問介護従業者の研修について）    

   主として肢体不自由者に対応する重度訪問介護の研修は従来どおりとす

るが、主として行動障害を有する者に対応する場合は、専門性を確保するた

め、行動障害を有する者の障害特性に関する研修を新たに設定することとし

ている。 

具体的な研修の内容については、強度行動障害支援者養成研修と同等の

内容とすることとしている。このため、強度行動障害支援者養成研修のカ

リキュラムについて、平成 26 年４月の施行に間に合うよう通知する予定で

ある。 

なお、行動援護従業者養成研修についても、強度行動障害支援者養成研

修の内容も活用しつつ見直しを検討することとしているが、具体的な見直

しは平成 27 年度以降となることから、平成 26 年度においては従来のカリ

キュラムにより行動援護従業者養成研修を実施されたい。 

 

（行動援護による支援の範囲の拡大について） 

      行動援護については、現行では主として外出及び外出の前後にサービスを

行うものとされているところであるが、今般の重度訪問介護の対象拡大に伴

い、行動障害を有する者の支援に関わるすべての事業者が支援方針や支援方

法を共有できるよう、行動援護事業者が、居宅内において専門的なアセスメ

ントによる問題行動の分析や環境調整等を行えるようにすることとしてお

り、それに伴い、報酬告示の留意事項通知を今後改正する予定としているの

で、ご了知願いたい。 

 

（行動障害を有する者に対する支援について） 

 行動障害を有する者に対する支援のイメージは、具体的には以下のとお

りとなる。（関連資料１） 

・ 相談支援事業者を中心とした連携体制の下で、 

・ 行動援護事業者等が一定期間、問題行動のアセスメントや居宅内環境

調整等を行いつつ、 

・ 居宅介護や他のサービスによる支援を行いながら、 

・ サービス担当者会議等における連携により支援方法等の共有を進め、 

・ 支援方法等が共有された段階で、サービス等利用計画の変更を行い、

重度訪問介護等の利用を開始する。 

 

    行動障害を有する者に対する支援について留意する事項は以下の通りで

あるので、管内市町村及び関係事業者等に周知願いたい。 

18



    

ア 行動障害を有する者に対する支援の情報の共有について 

行動障害を有する者への支援については、行動障害に専門性を有する

行動援護事業者と他のサービス事業者が役割分担を明確にしつつ、全体

としての連携体制を構築して支援を行う必要がある。 

     支援に当たっては、様々なサービス事業者が関わる中で、相談支援事

業者が招集するサービス担当者会議等において、関係者間で必要な情報

を共有し、一貫性のある支援を行うことが重要である。 

     その中で、行動障害の専門家によるアセスメント情報（問題行動の分

析や環境調整等の情報）を共有することが必要である。なお、相談支援

事業者、行動援護事業者、重度訪問介護事業者等の間におけるこれらの

情報の共有に資するため、検討会において提示されたアセスメントシー

ト例（関連資料２）を参考に標準的なアセスメントについて、現在、「強

度行動障害支援初任者養成研修プログラム及びテキストの開発につい

て」（平成 25 年度障害者総合福祉推進事業 実施団体：独立行政法人国

立重度知的障害者総合施設のぞみの園）において検討中であり、それを

踏まえて別途お示しする予定である。 

 

イ 相談支援事業者が留意する事項について 

サービス等利用計画における支援方針は相談支援事業者が定め、これ

に基づき関係事業者がサービス提供を行っていくこととなるが、その際、

行動援護の利用については、アセスメント等に必要な期間等を見込んだ

サービス等利用計画とし、これを超えて長期に至る場合は、モニタリン

グ時等のサービス担当者会議による現状確認のほか、必要に応じて行動

障害に関する専門知識や経験を有する者から助言を得るなど、適切に次

の段階に移行するよう相談支援事業者が調整を行うこととする。 

上記のとおり、相談支援事業者は、行動援護事業者のアセスメントを

活用してサービス等利用計画を作成することとしているが、その際、行

動援護事業者のアセスメント結果のみに依存してサービス等利用計画

を作成することがないように留意する必要がある。 

また、行動障害を有する者の状態の変化に対応しながら地域で継続的

な支援を行うことができるようにするため、相談支援事業者が行うモニ

タリングについても、行動援護事業者等のアセスメントを活用すること

とする。 

なお、地域において行動援護事業者の確保が困難な場合であって市町

村が認める場合については、発達障害者支援センター・障害福祉サービ

ス事業者・施設等の職員、或いは臨床心理士などの専門家であって、行

動障害に関する専門知識や経験を有する者によるアセスメント等が確

保されていれば、重度訪問介護の利用ができることとする。 
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バ
ン
を
見
て
出
か
け
る
と
わ
か
っ
た
 

１
．
相
手
か
ら
の
情
報
・
メ
ッ
セ
ー
ジ

を
キ
ャ
ッ
チ
す
る
特
性
（
★
視
覚
に
強

い
）
 

・
な
ん
だ
、
そ
う
い
う
こ
と
？
 

・
出
か
け
る
ん
だ
ね
 

②
バ

ー
ガ

ー
シ

ョ
ッ

プ
へ

移
動

す
る
 

 

・
立
ち
止
ま
っ
て
揺
れ
て
い
る
 

 

・
目
的
が
わ
か
ら
な
い
／
忘
れ
た
 

１
．
相
手
か
ら
の
情
報
５
．
時
間
整
理

統
合
の
困
難
９
．
記
憶
の
維
持
の
困
難
 

・
あ
れ
？
何
だ
っ
け
？
 

・
ど
う
す
れ
ば
い
い
ん
だ
っ
け
？
 

・
抽
象
的
な
こ
と
ば
の
理
解
が
苦
手
 

・
記
憶
の
維
持
が
悪
い
 

・
信
号
の
理
解
が
で
き
な
い
 

・
安
全
の
確
認
が
で
き
な
い
 

・
他
人
と
出
掛
け
る
こ
と

は
理
解
で
き
て
い
る
 

・
目
的
の
場
所
が
見
え
、

加
害
で
き
る
と
落
ち
着

き
、
歩
い
て
の
移
動
が

可
能
に
な
る
 

・
パ
ワ
ー
ド
ー
ム
の
写
真
カ
ー
ド
を
持
っ
て
も
ら
っ
て
移
動

す
る
（
９
．
記
憶
の
維
持
を
助
け
る
た
め
に
）
 

・
パ
ワ
ー
ド
ー
ム
に
着
い
た
ら
、
ハ
ン
バ
ー
ガ
ー
シ
ョ
ッ
プ

の
カ
ー
ド
を
渡
し
、
移
動
す
る
。（

５
．
活
動
の
行
程
を
視

覚
的
に
提
示
す
る
。
１
．
５
．
次
の
活
動
を
視
覚
的
に
伝

え
る
た
め
。）

 

・
ヘ
ル
パ
ー
に
「
ゆ
っ
く
り
」
と
言
わ
れ

る
が
す
ぐ
に
走
る
 

・
言
葉
が
伝
わ
っ
て
い
な
い
 

１
．
相
手
か
ら
の
情
報
・
メ
ッ
セ
ー
ジ

を
キ
ャ
ッ
チ
す
る
特
性
 

・「
ゆ
っ
く
り
」
っ
て
な
ん
だ
？
 

・
止
め
ら
れ
た
け
ど
・
・
・
？
 

・
カ
メ
ラ
マ
ン
の
動
き
に
つ
ら
れ
て
走
る
 

・
目
の
前
の
こ
と
に
影
響
さ
れ
て
い
る
 

４
．
転
導
性
・
衝
動
性
・
強
い
注
目
、
 

・
走
れ
ば
い
い
ん
だ
ね
 

・
安
全
を
確
認
す
る
様
子
も
な
く
走
っ
て

い
る
 

・
目
の
前
の
道
し
か
見
え
て
い
な
い
 

４
．
転
導
性
・
衝
動
性
・
強
い
注
目
、
 

６
．
空
間
整
理
統
合
の
困
難
さ
 

・
道
だ
！
進
も
う
 

③
食

べ
る

も
の

を
購

入
す
る
 

 

・
反
響
言
語
が
多
く
会
話
が
成
立
し
な
い
 

・
選
べ
な
い
／
質
問
が
わ
か
ら
な
い
 

１
．
相
手
か
ら
の
情
報
・
メ
ッ
セ
ー
ジ
 

２
．
相
手
に
気
持
ち
を
伝
え
る
特
性
 

・
ハ
ン
バ
ー
ガ
ー
ど
っ
ち
が
い
い

で
す
か
っ
て
ど
う
い
う
意
味
？
 

・
選
ぶ
と
い
う
行
為
が
理
解
で
き
な

い
 

・
指
示
が
具
体
的
で
な
い
と
理
解
で

き
な
い
 

・
待
ち
時
間
が
苦
手
 

・
こ
と
ば
だ
け
で
は
繰
り
返
す
だ
け
 

・
紙
を
見
る
と
破
く
こ
と
が
あ
る
 

・
不
安
が
高
く
な
る
と
ひ
ざ
を
つ
い

た
り
、
ゴ
ミ
拾
い
に
熱
中
す
る
 

・
や
れ
る
こ
と
が
具
体
的

に
示
さ
れ
れ
ば
で
き
る

こ
と
も
あ
る
 

・
お
札
は
破
か
な
か
っ
た
 

・
ヘ
ル
パ
ー
か
ら
の
指
示

が
あ
る
ま
で
カ
ウ
ン
タ

ー
の
付
近
で
待
つ
こ
と

が
で
き
る
 

・
食
べ
る
予
定
の
も
の
は
あ
ら
か
じ
め
決
め
て
お
き
、
カ
ウ

ン
タ
ー
で
ヘ
ル
パ
ー
が
伝
え
る
。（

１
．
４
．
本
人
に
合
っ

た
情
報
量
を
、
刺
激
の
少
な
い
場
所
で
選
ん
で
お
く
。
／

今
回
の
ス
テ
ッ
プ
は
安
全
に
移
動
が
目
的
な
の
で
、
で
き

な
い
と
こ
ろ
は
ヘ
ル
パ
ー
が
行
う
。）

 

・
お
金
は
あ
ら
か
じ
め
ヘ
ル
パ
ー
が
出
し
て
お
き
（
今
回
の

ス
テ
ッ
プ
）、

適
切
な
金
額
を
Ｓ
Ｔ
さ
ん
に
渡
し
払
っ
て
も

ら
う
（
１
．
指
示
が
具
体
的
だ
と
理
解
で
き
る
）
 

・
レ
シ
ー
ト
は
速
や
か
に
財
布
に
片
付
け
る
（
刺
激
統
制
）
 

・
レ
シ
ー
ト
を
破
い
て
し
ま
う
 

 

・
購
入
の
手
順
が
わ
か
ら
な
い
（
★
指
示

が
具
体
的
だ
と
で
き
る
）
 

１
．
相
手
か
ら
の
情
報
・
メ
ッ
セ
ー
ジ
 

５
．
時
間
整
理
統
合
の
困
難
さ
 

・
お
金
？
出
す
の
？
紙
だ
！
破
こ

う
 

・
ジ
ュ
ー
ス
だ
け
も
っ
て
行
こ
う
と
す
る
 

・
好
き
な
（
見
え
た
）
も
の
だ
け
に
集
中

し
て
い
る
（
★
わ
か
れ
ば
で
き
る
）
 

４
．
転
導
性
・
衝
動
性
・
強
い
注
目
、

注
意
 

・
あ
、
ジ
ュ
ー
ス
だ
！
 

・
片
ひ
ざ
を
つ
い
た
り
ゴ
ミ
を
気
に
し
た

り
し
て
い
る
 

・
見
通
し
が
持
て
な
く
て
不
安
 

２
．
相
手
に
気
持
ち
…
３
．
感
覚
の
…

４
．
転
導
性
・
衝
動
性
・
強
い
注
目
、
 

・
ど
れ
を
見
た
ら
い
い
ん
だ
ろ
う
 

・
何
を
し
た
ら
い
い
ん
だ
ろ
う
 

④
食
べ
る
 

・
早
食
い
、
一
気
飲
み
を
し
て
い
る
 

ヘ
ル
パ
ー
に
止
め
ら
れ
加
速
し
た
 

・
あ
わ
て
て
い
る
 

１
．
相
手
か
ら
の
情
報
・
メ
ッ
セ
ー
ジ

を
キ
ャ
ッ
チ
す
る
特
性
 

・
ジ
ュ
ー
ス
ま
だ
入
っ
て
い
る
よ
 

・
と
ら
な
い
で
！
 

・
ゆ
っ
く
り
食
べ
た
り
、
飲
ん
だ
り

す
る
こ
と
が
苦
手
 

・
落
ち
着
か
な
い
状
況
だ
と
細
か
な

ゴ
ミ
が
き
に
な
っ
て
仕
方
が
な
く
、

ゴ
ミ
拾
い
を
し
て
し
ま
う
 

・
手
洗
い
の
意
味
は
理
解
し
に
く
い
 

・
話
こ
と
ば
の
理
解
は
難
し
い
 

・
食
べ
る
こ
と
は
好
き
 

・
座
っ
て
一
連
の
流
れ
を

す
る
こ
と
が
で
き
る
。

ま
た
は
、
ヘ
ル
パ
ー
に

「
片
づ
け
ま
し
ょ
う
」

と
言
わ
れ
る
ま
で
座
っ

て
い
ら
れ
る
 

・
席
ま
で
移
動
し
た
ら
、
座
る
前
に
手
洗
い
の
カ
ー
ド
を
提

示
し
、
手
を
洗
い
に
行
く
。（

１
．
５
．
言
葉
よ
り
も
理
解

し
や
す
い
形
態
で
次
の
活
動
を
視
覚
的
に
提
示
す
る
）
 

・
ヘ
ル
パ
ー
は
食
べ
物
に
無
用
な
手
を
出
さ
ず
静
か
に
見
守

る
（
１
．
見
て
理
解
す
る
た
め
の
誤
解
を
避
け
る
）
 

・
卓
上
の
ゴ
ミ
な
ど
の
処
理
は
本
人
の
意
向
に
従
い
、
気
に

な
ら
な
い
よ
う
な
配
慮
を
心
が
け
る
（
４
．
刺
激
統
制
）
 

・
座
席
は
な
る
べ
く
静
か
で
落
ち
着
け
る
よ
う
な
場
所
を
選

び
、
予
約
な
ど
を
し
て
お
く
。（

３
．
４
．
刺
激
統
制
）
 

・
ヘ
ル
パ
ー
が
「
食
べ
る
前
に
手
を
洗
い

ま
し
ょ
う
」
と
言
っ
て
も
動
か
な
い
。

手
を
洗
っ
て
ま
た
床
を
さ
わ
る
 

・
ヘ
ル
パ
ー
の
言
葉
が
わ
か
ら
な
い
 

・
清
潔
に
し
て
か
ら
食
べ
る
手
順
を
理
解

し
て
い
な
い
 

１
．
相
手
か
ら
の
情
報
・
メ
ッ
セ
ー
ジ

を
キ
ャ
ッ
チ
す
る
特
性
 

５
．
時
間
整
理
統
合
の
困
難
さ
 

・
食
べ
る
の
？
洗
う
の
？
何
な

の
？
 

・
ゴ
ミ
ば
か
り
注
目
し
て
い
る
 

 

・
落
ち
着
か
な
い
 

２
．
相
手
に
気
持
ち
…
３
．
感
覚
の
…

４
．
転
導
性
・
衝
動
性
…
７
．
変
化
の

対
応
 

・
気
に
な
る
な
ー
 

・
な
ん
だ
か
落
ち
着
か
な
い
な
 

・
ヘ
ル
パ
ー
が
指
示
す
る
ま
で
口
を
ふ
き

な
が
ら
待
っ
て
い
る
 

・
合
図
が
な
い
と
終
わ
れ
な
い
（
★
合
図

が
あ
る
ま
で
座
っ
て
い
ら
れ
る
）
 

５
．
時
間
整
理
統
合
の
困
難
さ
 

・
次
は
何
を
す
れ
ば
い
い
の
か

な
？
 

⑤
片

付
け

る
 

・
ゴ
ミ
箱
に
ゴ
ミ
を
入
れ
よ
う
と
し
て
い

る
（
自
分
で
捨
て
よ
う
と
し
て
い
る
）
 

★
捨
て
る
と
い
う
目
的
を
理
解
し
て
い
る
 

７
．
変
化
の
対
応
（
★
同
じ
は
得
意
）
 

１
０
．
長
期
記
憶
（
★
継
続
は
得
意
）
 

・
最
後
は
捨
て
る
ん
だ
ね
 

 

・
ゴ
ミ
の
分
別
が
理
解
で
き
な
い
 

 

・
や
る
こ
と
が
具
体
的
に

示
さ
れ
れ
ば
で
き
る
こ

と
も
あ
る
 

・
捨
て
る
と
い
う
こ
と
は

わ
か
っ
て
い
る
 

・
ま
ず
、
ト
レ
イ
を
置
い
て
か
ら
片
づ
け
る
こ
と
を
促
す

（
６
．
物
の
置
く
場
所
等
具
体
的
な
指
示
を
す
る
。
道
具

を
整
理
し
て
伝
え
る
）
 

・
本
人
が
持
っ
た
も
の
を
見
て
適
切
な
場
所
を
指
差
し
で
提

示
し
、
捨
て
て
も
ら
う
。（

１
．
言
葉
よ
り
視
覚
的
情
報
で

伝
え
る
）
 

・
本
人
が
し
た
こ
と
を
や
り
直
し
さ
せ
る
よ
う
な
指
示
で
は

な
く
で
き
る
だ
け
予
告
的
な
促
し
を
心
が
け
る
（
１
０
．

で
き
る
だ
け
成
功
体
験
で
伝
え
る
）
 

・
落
ち
着
い
て
行
動
し
て
い
る
 

 

★
理
解
し
て
行
動
し
て
い
る
 

１
．（

★
視
覚
に
強
い
）
７
．（

★
同
じ

は
得
意
）
１
０
．（

★
継
続
は
得
意
）
 

・
終
わ
っ
た
！
 

・
全
部
一
緒
に
入
れ
よ
う
と
し
て
い
る
 

 

・
分
別
が
わ
か
ら
な
い
 

１
．
相
手
か
ら
の
情
報
・
メ
ッ
セ
ー
ジ
 

６
．
空
間
整
理
統
合
の
困
難
さ
 

・
え
？
何
？
ど
う
す
れ
ば
い
い

の
？
 

・
捨
て
る
場
所
が
示
さ
れ
る
と
行
動
で
き

る
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

★
指
示
が
具
体
的
だ
と
で
き
る
 

１
．
相
手
か
ら
の
情
報
・
メ
ッ
セ
ー
ジ

を
キ
ャ
ッ
チ
す
る
特
性
（
★
視
覚
に
強

い
）
 

・
こ
こ
に
入
れ
れ
ば
い
い
ん
だ
ね
 

⑥
自

宅
へ

移
動
す
る
 

・
落
ち
着
い
て
歩
い
て
い
る
（
自
分
で
歩

い
て
い
る
）
 

★
帰
宅
す
る
と
理
解
し
て
い
る
 

７
．
変
化
の
対
応
（
★
同
じ
は
得
意
）
 

１
０
．
長
期
記
憶
（
★
継
続
は
得
意
）
 

・
食
べ
た
か
ら
帰
る
ん
だ
な
！
 

・
信
号
の
理
解
が
で
き
な
い
 

・
安
全
確
認
が
で
き
な
い
 

・
帰
り
と
い
う
よ
う
な
目

的
が
は
っ
き
り
し
て
い

れ
ば
落
ち
着
い
て
歩
く

こ
と
が
で
き
る
 

・
ケ
ア
ホ
ー
ム
の
カ
ー
ド
を
持
っ
て
も
ら
っ
て
帰
る
こ
と
を

知
ら
せ
る
（
１
．
５
．
９
．
こ
と
ば
よ
り
理
解
で
き
る
形
態

で
、
次
の
活
動
を
予
告
し
、
記
憶
の
維
持
を
助
け
る
）
 

・
ヘ
ル
パ
ー
が
車
道
側
を
歩
く
（
本
日
の
ス
テ
ッ
プ
）
 

・
車
通
り
が
激
し
く
て
も
マ
イ
ペ
ー
ス（

車

を
気
に
し
て
い
な
い
）
 

・
安
全
確
認
は
苦
手
 

４
．
転
導
性
・
衝
動
性
・
強
い
注
目
、

注
意
６
．
空
間
整
理
統
合
の
困
難
さ
 

・
う
ち
だ
！
う
ち
へ
帰
ろ
う
！
 

 

「
障
害
者
の
地
域
生
活
の
推
進
に
関
す
る
検
討
会
」
で
提
出
さ
れ
た
資
料
 

関
連
資
料
２

 

22



①
ア
セ
ス
メ
ン
ト

②
支
援
の
計
画

③
支
援行
動
観
察
・
情
報
収
集

行
動
の
分
析
・
理
解

障
害
特
性
の
理
解

・
本
人
が
困
っ
て
い
る
こ
と

・
本
人
が
で
き
る
事
、
強
み

の
把
握

・
本
人
の
特
性

Ａ
．
本
人
の
困
難
を
軽
減
し
た
り
取
り
除
く

Ｂ
．
本
人
が
で
き
る
こ
と
、
強
み
を
活
用
す
る

※
支
援
計
画
は
場
面
ご
と
、
工
程
ご
と
に

丁
寧
に
作
る
必
要
が
あ
る
。

Ａ
，
Ｂ
を
組
み
合
わ
せ
た
具
体
的
な

ツ
ー
ル
の
作
成
や
構
造
化
、
環
境
調

整
な
ど
の
支
援
計
画
の
立
案

支
援
の
方
向
性
は
基
本
に
忠
実
に

具
体
策
や
ツ
ー
ル
は
個
別
化
す
る

行
動
障
害
が
あ
る
者
に
対
す
る
ア
セ
ス
メ
ン
ト
か
ら
支
援
ま
で
の
プ
ロ
セ
ス

「
障
害
者
の
地
域
生
活
の
推
進
に
関
す
る
検
討
会
」
で
提
出
さ
れ
た
資
料
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（５）ケアホームとグループホームの一元化について 

 

① 一元化後のグループホームの基準等（案）について 

一元化後のグループホームの基準等については、障害者の地域生活の推

進に関する検討会においてご議論いただいていたところであるが、その基

本的な考え方は以下のとおりであるので、ご了知の上、管内のグループホ

ーム・ケアホーム事業者や関係団体等への周知など平成 26 年４月の円滑

な施行に向けた準備をお願いしたい。 

なお、今回示している内容に関しては、平成 25 年 10 月 15 日開催の社

会保障審議会障害者部会でも議論が行われており、今後、それらの議論も

踏まえつつ、関係省令や関係通知等を改正する過程において運用面での調

整等があり得ることに留意願いたい。 

 

   （関連資料３）Ｐ29～ 

「障害者の地域生活の推進に関する議論の整理」（平成 25 年 10 月 11 日障害者 

の地域生活の推進に関する検討会） 

   （関連資料４）Ｐ53～ 

「ケアホームとグループホームの一元化について（参考資料）」 

 

 

（支援の在り方） 

○ 一元化後のグループホームでは、日常生活上の援助等を行うとともに、

障害支援区分にかかわらず利用することが可能となることを踏まえ、食

事等の介護や援助（以下「介護等」という。）もあわせて利用者のニー

ズに応じて提供するものとする。 

 

○ このうち、介護等の提供については、 

① グループホーム事業者が自ら行うか（介護サービス包括型）、 

② グループホーム事業者はアレンジメント（手配）のみを行い、外部 

の居宅介護事業者に委託するか（外部サービス利用型） 

のいずれかの形態を事業者が選択できる仕組みにする。 

 

（人員配置基準等） 

  ○ 「介護サービス包括型」の人員配置基準については、現行のケアホー

ムの基準と同様の基準とする。「外部サービス利用型」の人員配置基準

については、現行のグループホームの基準と同様の基準とした上で、世

話人の配置基準を現行のケアホームと同様に６：１以上に見直す。ただ

し、平成 26 年４月の施行の際に現にあるグループホームの世話人の配

置基準については、当分の間、「10：１以上」とする経過措置を設ける。 
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○ 日中、夜間の支援体制、医療が必要な者等への対応については、それ

ぞれ現行加算の拡充・見直し等を行う方向とし、その具体的な考え方・

適用時期については平成 26 年度予算編成過程の中で検討する。 

 

 

（設備基準等） 

○ 「介護サービス包括型」と「外部サービス利用型」は共通の設備基準

とし、現行基準と基本的に同様とする。 

 

○ 共同生活住居の入居定員については、４～５人程度の少人数の障害者

が互いに支え合って暮らすというグループホームの本来的趣旨を踏ま

え、新築の場合の入居定員は現行どおり 10 人以下とする。 

ただし、既存の 10 人以上が入居する共同生活住居を建て替える場合

であって、建て替え後に共同生活住居を複数に分けて設置することが極

めて困難な場合は、現に入居している者の保護の観点等から、その時点

の入居定員の数を上限とする共同生活住居の設置を可能とする。 

 

○ さらに、グループホームに地域の居住支援のための機能を付加的に集

約する場合においては、障害者の地域生活の推進に関する検討会での議

論も踏まえつつ、共同生活住居の設置に関して一定の規模に関する特例

を設ける予定である。 

 

（サテライト型住居の基準等） 

○ 本体住居（サテライト型住居以外の共同生活住居であって、サテライ

ト型住居への支援機能を有するもの）との密接な連携を前提として、入

居定員を一人とするサテライト型住居を創設する。 

 

○ サテライト型住居は早期に単身等での生活が見込まれる者の利用を

基本とし、一定の利用期限を設けて、効果的・効率的な支援を行うもの

とする。なお、この場合に、利用期限到来時に当該住居から機械的に追

い出されることのないよう、柔軟な運用や配慮を行う。 

 

○ サテライト型住居と本体住居との密接な連携に係る具体的な要件と

して、 

・ サテライト型住居の入居者が通常の交通手段を利用して概ね 20 分以

内で移動することが可能な距離に設置すること 

・ 一つの本体住居に対するサテライト型住居の設置か所数を原則とし

て２か所を上限（本体住居の入居者が４人以下の場合は１か所）とす

ること、 

を求めることとする。 
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（経過措置） 

○ 平成 26 年４月の施行の際に、現にあるケアホーム事業所（グループ

ホーム・ケアホーム一体型事業所を含む。）については、指定共同生活

援助事業所（介護サービス包括型の事業所）とみなし、現にあるグルー

プホーム事業所については、外部サービス利用型指定共同生活援助事業

所とみなす経過措置を設ける。 

 

② 今後のスケジュールについて 

 検討会の検討結果を踏まえた、ケアホームとグループホームの一元化の施

行に係る関係省令については、現在、パブリックコメントを実施していると

ころであり、年内のできるだけ早い時期に公布する予定である。 

なお、これらの関係省令に規定されていない報酬に関する事項等について

は、今後、平成 26 年度予算編成過程における検討を経て、平成 26 年４月の

施行に向けてさらに詳細を検討の上、順次お示ししていくので了知願いたい。 
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関連資料３

障害者の地域生活の推進に関する議論の整理

平成25年10月11日

障害者の地域生活の推進に関する検討会

本検討会は、平成24年６月に成立した「地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保

健福祉施策を講ずるための関係法律の整備に関する法律」において、平成26年４月に施行する

こととされている事項のうち、障害者の地域生活を支えるための事項、具体的には「重度訪問介

護の対象拡大」及び「ケアホームとグループホームの一元化」の在り方について検討するとともに、

平成24年衆参両院の附帯決議において掲げられた「地域における居住支援等の在り方」を総合

的に検討し、障害者が身近な地域において暮らすことのできる社会づくりを推進するために設置さ

れたものである。

本検討会における議論では、障害者が身近な地域において生活をするため、それぞれの特性

や状態・状況に応じて様々なニーズがあることが確認された。特に、附帯決議においても掲げられ

た「障害者の重度化・高齢化や「親亡き後」」を見据えたニーズの高まりが各構成員や関係団体

のヒアリングにおいて提起された。

このようなニーズに対応するためには、障害福祉サービスや相談支援等の量と質を引き続き確

保・向上させていくことはもとより、医療や他施策との連携等を進めていくことが重要であると考えら

れる。

こうした問題意識の上に立ちつつ、本検討会の検討事項について、以下のとおり議論の整理を

行うものである。

Ⅰ 重度訪問介護の対象拡大について

重度訪問介護については、法改正により、「重度の肢体不自由者その他の障害者であって

常時介護を要するものとして厚生労働省令で定めるもの」となる。

検討会においては、重度の知的障害者又は精神障害者のうち、新たに重度訪問介護の対

象となる者の具体的範囲等について検討を行った。

１．新たに重度訪問介護の対象となる者についての基本的な考え方

「常時介護を要する者」として、「知的障害又は精神障害により行動障害を有する者」が挙

げられることから、行動障害を有する者に対する支援について整理し、その中で重度訪問介

護による支援の位置づけについても整理した。

なお、「行動障害を有する者」とは、現行の障害福祉サービスにおける障害程度区分の認

定調査項目のうち行動関連項目等（11項目）の合計点数が８点以上である者をいうものとす

るが、平成26年度からの障害支援区分への変更に伴い、認定調査項目や選択肢の変更が

行われることを踏まえ、所要の見直しが必要である。
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２．行動障害を有する者に対する支援について

(1) 支援に際して求められる観点

○ 日常生活の活動場面は様々であり、それぞれの場面に応じて行動障害に着目した

支援を行う必要がある。

○ サービス等利用計画の作成に当たっては、重度訪問介護、居宅介護、行動援護等

の訪問系サービス、生活介護等の通所系サービス、地域定着支援等の相談系サービ

ス等、地域における様々なサービスを想定して組み立てる必要がある。（参考資料１、

２）

○ 行動障害を有する者に対応する支援体制を構築するため、行動障害に専門性を有

する行動援護事業者と他のサービス事業者の業務の役割分担を明確化し、全体として

の連携体制を構築する必要がある。

○ 行動障害を有する者について行われた専門的なアセスメントや環境調整等につい

て、すべての事業者が支援方針や支援方法を共有しておく必要がある。（参考資料３）

(2) 今後の対応の方向性

○ 様々なサービス事業者等が関わる中で、行動障害を有する者の支援として求められ

ることを把握・共有するための方策として、以下のとおり整理する。

① 相談支援事業者が招集するサービス担当者会議等において、関係者間で必要な

情報を共有し、一貫性のある支援をすることが重要である。

② その中で、行動障害に関する専門家による、問題行動の分析、アセスメント及び環

境調整等の情報を共有することが必要である。

③ 相談支援事業者は、サービス等利用計画における支援方針を定め、関係事業者

がサービス提供を行っていくこととする。

その際、行動援護の利用については、アセスメント等に必要な期間等を見込んだ

サービス等利用計画とし、これを超えて長期に至る場合は、モニタリング時等のサー

ビス担当者会議による利用者の現状確認のほか、必要に応じて行動障害に関する

専門知識や経験を有する者から助言を得るなど、適切に次の段階に移行するよう相

談支援事業者が調整を行うこととする。

○ このため、行動障害に専門性を有する行動援護事業者が、居宅内において問題行

動の分析、アセスメントや環境調整等を行えるようにする。

○ 相談支援事業者は、行動障害に専門性を有する行動援護事業者のアセスメントを

活用（相談支援におけるアセスメントの補完的な役割）してサービス等利用計画を作成

することとし、行動援護事業者のアセスメント結果のみに依存してサービス等利用計画

を作成することがないようにすべきである。このため、行動障害の特性を踏まえた計画
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作成に関して質の向上に努める必要がある。また、行動援護事業者においてもアセスメ

ントの更なる専門性向上に努めることが必要である。

○ なお、地域において行動援護事業者の確保が困難な場合等であって市町村が認め

る場合については、発達障害者支援センター・障害福祉サービス事業者・施設等の職

員、あるいは臨床心理士などの専門家であって、行動障害に関する専門知識や経験を

有する者によるアセスメント等が確保されていれば、重度訪問介護の利用ができることと

することが必要である。

○ 行動障害を有する者の状態の変化に対応しながら地域で継続的な支援を行うことが

できるようにするため、相談支援事業者が行うモニタリングについても、行動援護事業

者等のアセスメントを活用することとする。

(3) 具体的な支援の流れ

平成26年４月以降のサービス利用については、具体的には以下のようなイメージとな

る。

・ 相談支援事業者を中心とした連携体制の下で、

・ 行動援護事業者等が一定期間、問題行動のアセスメントや居宅内環境調整等を行い

つつ、

・ 居宅介護や他のサービスによる支援を行いながら、

・ サービス担当者会議等における連携により支援方法等の共有を進め、

・ 支援方法等が共有された段階で、サービス等利用計画の変更を行い、重度訪問介

護等の利用を開始する。

※ 地域において行動援護事業者の確保が困難な場合等であって市町村が認める場合

については、発達障害者支援センター・障害福祉サービス事業者・施設等の職員、ある
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いは臨床心理士などの専門家であって、行動障害に関する専門知識や経験を有する者

によるアセスメント等を行うことも想定。

３．行動障害を有しない者に対する支援について

○ 行動障害を有しない知的障害者・精神障害者については、これらの者が必要とする支

援の内容と、ヘルパーによる長時間の支援をその業務内容とする重度訪問介護のサービ

スの内容との関係が必ずしも明確化されておらず、現時点では重度訪問介護の対象とし

て基準を設定することが困難であり、次項に掲げるような課題についての検討状況等も勘

案しつつ、関係者の意見も聞きながら引き続き検討する必要がある。

○ 一方、以下のように、行動障害を有しない者に対して効果的な支援を行うためには、重

度訪問介護以外の様々な障害福祉サービス等の活用も考えていく必要があるといった指

摘があったことを踏まえ、まずは現時点で明らかになっている課題について、検討を進めて

いくことが重要である。

・ 精神障害者については、診療所中心の訪問診療や訪問看護等による身近な生活の

場の支援チームによる支援が有効であることから、今後、医療と福祉の連携による地域

における支援について検討する必要がある。

・ ひきこもりなどの場合や精神科病院長期入院患者の退院直後の時期には、その特性

を踏まえると、通所による生活訓練が困難な場合もあり、訪問のみによる生活訓練も柔

軟に行えるようにすることが求められる。また、その訪問による生活訓練事業者と居宅

介護事業者等が連携する仕組みの整備について検討する必要がある。

・ 精神障害者の支援に当たるヘルパー等に対して、障害特性に対応した研修を行う必

要がある。

○ なお、現行の障害程度区分の認定調査項目のうち行動関連項目等（11項目）の合計

点数が８点未満である者であっても、市町村が認めた場合は、行動障害を有する者に準

じて重度訪問介護の対象とすべきとの意見もあったが、「９～８点」は強度行動障害とな

らないための予防的措置の観点から拡大された経緯もあることや、このような者に対する

行動障害のアセスメントをどのようにするかとの問題もあることから、慎重に検討する必要

がある。

４．新たに重度訪問介護の対象者となる者の具体的な要件について

以上の議論を踏まえ、平成26年４月から新たに重度訪問介護の対象となる者の要件につ

いては以下のとおりとする。

【新たに重度訪問介護の対象となる者の要件】

知的障害又は精神障害により行動上著しい困難を有する障害者であって常時介護を要す

るもの

＜区分要件について＞
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重度の肢体不自由者等であって常時介護を要する者として規定する必要があることか

ら、障害支援区分については、知的・精神障害についても現行の基準を踏まえて「区分４

以上」を要件とする。

＜区分以外の要件について＞

常時介護を要する者として、行動障害を有する者とする。（現行の障害福祉サービスに

おける障害程度区分の認定調査項目のうち行動関連項目等（11項目）の合計点数が８

点以上である者をいうものとするが、平成26年度からの障害支援区分への変更に伴い、

認定調査項目や選択肢の変更が行われることを踏まえ、所要の見直しが必要。）

５．サービス提供事業者の基準等について

(1) 指定基準について

○ 指定基準については、３障害一元化の流れを踏まえ、区別しないこととする。

○ ただし、肢体不自由と知的障害・精神障害の特性が異なることに配慮する必要があ

ることから、「主として肢体不自由者に対応する重度訪問介護」又は「主として知的障害

者・精神障害者に対応する重度訪問介護」を標榜できることとする。

○ 人員配置基準については現行の要件と同様とする。

(2) 見直し後の研修について

○ 主として肢体不自由者に対応する重度訪問介護の研修は従来どおりとするが、主と

して知的障害者・精神障害者に対応する場合は、専門性を確保するため、知的障害者

・精神障害者の特性に関する研修を新たに設定する。

○ 研修の内容については、強度行動障害支援者養成研修と同等の内容とする。その

際、現行の行動援護従業者養成研修について強度行動障害支援者養成研修の内容

を活用するなど、両者の関係について整理が必要である。（参考資料４）

○ 「主として肢体不自由者に対応する研修」又は「主として知的障害者・精神障害者に

対応する研修」のどちらかを受講していれば基準を満たすこととなるが、それぞれの障

害特性に応じた研修を受講しておくことが望ましいこととする。
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Ⅱ ケアホームとグループホームの一元化について

障害者の高齢化・重度化に対応して、介護が必要になっても、本人の希望によりグループホ

ームを利用し続けることができるよう、法改正により、ケアホームとグループホームを一元化する

こととされている。

また、一元化に当たっては、

・ 利用者の状態に応じた柔軟なサービス提供が行えるよう、外部の居宅介護事業者と連携

すること等により介護サービスを提供すること

・ より一人暮らしに近い形態で暮らしたいとの要望に応えつつ、多様な住まいの場を確保する

観点から、共同生活住居との連携を前提として、既存のアパート等の一室を活用するサテラ

イト型住居の仕組みを創設すること

とされている。

検討会においては、これらの一元化の趣旨と見直しの方向性に基づき、一元化されたグル

ープホームの基準等について検討を行った。

１．介護サービスの提供形態について

○ 一元化後のグループホームにおいては、介護サービスが必要な者と必要のない者が混

在して利用することとなること、また、グループホーム入居後に介護が必要となる発生頻

度の予測がつきにくいことを踏まえれば、現行のケアホームの基準・報酬体系のように介

護サービスを全て内包化して提供するという方法は必ずしも効率的ではないと考えられ

る。一方で、これまでのケアホームと同様に、馴染みの職員による介護付きの住まいを望

む声もある。

○ このため、グループホームで提供する支援を「基本サービス（日常生活上の援助、個別

支援計画の作成等）」と「利用者の個々のニーズに対応した介護サービス」の２階建て構

造とし、介護サービスの提供については、

① グループホーム事業者が自ら行う（介護サービス包括型（現行のケアホーム型））、

② グループホーム事業者はアレンジメント（手配）のみを行い、外部の居宅介護事業者

に委託する（外部サービス利用型）

のいずれかの形態を事業者が選択できる仕組みとする。（参考資料５）

○ なお、現行経過的に認められている重度者の個人単位のホームヘルプ利用について

は、別項（「介護サービス包括型」の報酬）において整理する。

２．入居者の介護サービスの利用に関する基本的な考え方

○ グループホームの入居者が、個人の契約により別の事業者から居宅介護など訪問系サ

ービスの提供を受けることとした場合、共同生活住居において同一の利用者に対し同時に

複数の事業者から介護サービス等が提供されることとなり、サービスの提供に係る責任の

所在が不明確となり、必要かつ十分なサービスが提供できないおそれや、事故発生時に

十分な対応がなされないおそれがある。
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○ このため、外部サービス利用型グループホームにおいては、グループホーム事業者が、

居宅介護事業者（以下「受託居宅介護サービス事業者」という。）との間で文書により委託

契約を締結し、サービス等利用計画案を勘案した市町村の支給決定を踏まえたグループ

ホームの個別支援計画に基づき介護サービスを手配することにより、介護サービスの提供

に係る責任の所在を明確にする。

○ この場合、外部サービス利用型グループホーム事業者は、受託居宅介護サービス事

業者に対して、業務に関して必要な管理及び指揮命令を行うものとする。

○ なお、利用者の意向に配慮した支援が受けられるようにする観点から、利用者の心身

の状況や介護の内容、受託居宅介護サービス事業者間の責任分担の状況等一定の条

件を満たしている場合には、複数の居宅介護サービス事業者と委託契約を締結すること

が可能であることとする。

３．一元化後のグループホームの基準等について

(1) 人員配置基準等について

○ 人員配置基準

・ 一元化後のグループホームの支援形態を踏まえれば、平成26年４月以降、現行の

ケアホームの多くは「介護サービス包括型」に、現行のグループホームの多くは「外部

サービス利用型」に移行するものと考えられる。

・ このため、サービス提供時間帯の人員配置基準については、「介護サービス包括型」

は現行ケアホームの基準と同様とし、「外部サービス利用型」については現行グループ

ホームの基準と同様とした上で、以下の理由により、世話人の配置基準を現行の「10

：１以上」から「６：１以上」に引き上げることとする。

・ 一元化により、「介護サービス包括型」と「外部サービス利用型」の利用者に明確

な差異がなくなること

・ 現行においても、グループホーム、ケアホーム一体型事業所の場合は「６：１以

グループホーム
外部サービス利用型

ホームヘルパー

受託居宅介護
サービス事業者

（委託契約）

（
利
用
契
約
）

（
雇
用
関
係
）

（介護サービスの提供）

（指揮・命令）

（
指
揮
・命
令
）

利用者
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上」の配置を求めていること

・ 現にグループホームでも９割以上の事業所が「６：１以上」で配置していること

※ 施行日において現に存するグループホームの世話人の配置基準については、当

分の間、「10：１以上」とすることとする。

・ 入居者の重度化・高齢化に対応する観点からの日中・夜間の支援体制の充実等に

ついては、別項において整理する。

○ サービスの質の確保・向上

・ グループホーム入居者の重度化・高齢化を背景に、グループホームにおけるサービ

スの質の確保・向上を図る必要があるとの指摘がある。

・ このため、介護福祉士や精神保健福祉士など有資格者の配置が促進されるような

支援措置のほか、介護保険の地域密着型サービス事業所と同様に運営推進会議の

設置を各グループホーム事業者に義務付けて地域に開かれた運営とすることも検討

する必要がある。

【参考】 運営推進会議の概要

利用者、市町村職員、地域の代表者等に対し、提供しているサービス内容等を明らかにする

ことにより、地域との連携が確保され、かつ、地域に開かれたサービスとすることで、サービス

の質の確保・向上を図ることを目的として設置

○ 日中・夜間の支援体制、医療が必要な者等への対応

① 日中の支援体制

日中については、日中活動サービスを利用しているなど多くの利用者が共同生活

住居外にいることから、職員配置の義務化は行わず、現行の日中支援加算の拡充・

見直し等により対応することを検討する。

【参考】日中支援加算の概要

グループホーム等の利用者のうち、心身の状況等により予定していた日中活動サービス等を

利用できなかった利用者に対して昼間の時間帯に支援を行った場合に、月ごとに３日目から

加算を算定

② 夜間の支援体制

夜間については、軽度者のみが入居する事業所など必ずしも夜勤配置の必要の

ない事業所もあることから、職員配置の義務化は行わず、現行の夜間支援体制加算

及び夜間防災・緊急時支援体制加算の拡充・見直し等により対応することを検討す

る。

【参考】夜間支援体制加算等の概要

夜間支援体制加算（Ⅰ） ※ケアホームのみ

夜間及び深夜の時間帯に介護等を行うための勤務体制を確保している場合に加算を算

定
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夜間防災・緊急時支援体制加算（Ⅰ） ※グループホームのみ

夜間及び深夜の時間帯に警備会社との警備業務の委託契約等により、防災体制を確保

している場合に加算を算定

③ 医療が必要な重度者等に対する支援体制

グループホーム、ケアホームにおける医療サービスの提供実態（ほとんどが「投薬・

服薬管理」であること（95.5％））を踏まえれば、看護職員等の配置の義務化は行わ

ず、現行の医療連携体制加算の拡充・見直し等により対応することを検討する。

その他強度行動障害者や刑務所等を出所した障害者など、特別な支援が必要な

者への対応については、現行加算の普及等の方策を検討する必要がある。

【参考】医療連携体制加算の概要

医療機関等との連携により、看護職員が事業所を訪問して利用者に対する看護を行った場合

に加算を算定

①から③のそれぞれの現行加算の拡充・見直しの具体的な考え方・その適用時期に

ついては、平成26年度予算編成過程の中で検討されることとなる。

(2) 設備基準について

○ 基本的考え方

・ 現行のグループホームとケアホームとの基準に差異がないことを踏まえ、「介護サ

ービス包括型」及び「外部サービス利用型」については共通の設備基準を設けること

とする。

・ 地域主権一括法の施行により、グループホームの設備に関する基準については、

「従うべき基準」（必ず適合しなければならない基準）とされた居室面積基準等の一

部を除き、現在も、各地方自治体の責任において、地域の実情に応じた適切な基準

が定められている。このため、国の基準については、入居定員についての基準を除

き、基本的に現行どおりとする。

・ なお、現行の居室の面積基準（収納設備等を除き、7.43㎡以上）を含めて、グルー

プホームの居住環境等については、特に肢体不自由者、重症心身障害者、行動障

害のある者等が利用するのに適切なものとなっていないとの意見があった。このため、

それぞれの障害特性に対応したグループホームを設置する際の支援方策について、

他の居住サービスとのバランスにも十分配慮した上で所要の検討を行う必要がある。

○ 共同生活住居の入居定員

・ 障害者のグループホームについては、障害者が地域において４～５人程度の少人

数で互いに支え合って暮らす住まいの場であることから、家庭的な雰囲気が維持でき

る規模とすることが重要である。このため、新築の場合の共同生活住居の入居定員

については、現行どおり10人以下とする。その際、１つのユニットの定員は４～５人を

基本とし、６人以下であることが望ましいとの意見があった。

・ ただし、都市部等において、既存の10人以上が入居する共同生活住居を建て替え
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る場合であって、近隣の住宅地等に新たに土地を確保できない等により共同生活住

居を複数に分けて設置することが極めて困難な場合については、現に入居している

者の保護の観点等から、その時点の入居定員の数を上限とする共同生活住居の設

置を可能とする。

・ なお、地域における居住支援の機能強化のための対応については、別途「Ⅲ 地

域における居住支援の在り方について」において整理する。

４．一元化後のグループホームの報酬について（参考資料６）

(1) 介護サービス包括型

○ 介護サービス包括型については、グループホームの従業者が介護サービスも含めた

包括的なサービス提供を行うことから、現行ケアホームと同様、障害程度区分、人員配

置に応じた包括的な報酬（基本サービス＋介護サービス）として設定することが考えら

れる。

○ 現行、経過的に認められている重度者の個人単位のホームヘルプ利用については、

平成２６年４月以降についても、必要な支援の質・量を担保する観点から、新規の利用

も含め、当分の間、認めることが必要である。なお、長期的な在り方については、グルー

プホームの一元化の施行後の状況等を見ながら、関係者の意見を聞きつつ検討するこ

ととする。

【参考】 ケアホームにおける個人単位のホームヘルプ利用の仕組み

ケアホームにおいては、運営基準により、原則として、ケアホーム事業所の従事者以外の者によ

る介護等を受けさせてはならないが、次のいずれかに該当する者は、特例措置として個人単位

のホームヘルプ利用が認められている。

ア 障害程度区分４以上、かつ、行動援護又は重度訪問介護の対象者

イ 障害程度区分４以上、かつ、次のａ及びｂの要件をいずれも満たす者

ａ ケアホームの個別支援計画にホームヘルプサービスの利用が位置づけられていること

ｂ ケアホームでのホームヘルプサービス利用について市町村が必要と認めること

(2) 外部サービス利用型

○ 外部サービス利用型については、介護を必要としない者も利用するため、

ア 利用者全員に必要な基本サービス（日常生活上の援助や個別支援計画の作成

等）は包括的に評価し、

イ 利用者ごとにそもそものサービスの必要性やその頻度等が異なる介護サービスにつ

いては、個々の利用者ごとにその利用量に応じて算定する

仕組みとすることが考えられる。

○ その場合、一元化後のグループホームで外部の居宅介護サービスを利用した場合

であっても、その費用が基本サービス分も含めて、現行ケアホーム（一元化後の介護サ

ービス包括型）とそれほど変わらない水準となるよう、安定的な運営や効率的なサービ

ス提供が可能となること等を考慮した居宅介護の算定方法を検討する必要がある。
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５．サテライト型住居の基準等について（参考資料７）

(1) サテライト型住居の創設の趣旨

○ 地域生活への移行を目指している障害者や現にグループホームを利用している障害

者の中には、共同住居よりも単身での生活を望む人もいる。

○ このため、共同生活を営むというグループホームの趣旨を踏まえつつ、１人で暮らした

いというニーズにも応え、地域における多様な住まいの場を増やしていく観点から、本体

住居（サテライト型住居以外の２人以上が入居するグループホームであって、サテライト

型住居への支援機能を有するもの。以下同じ）との密接な連携を前提として、１人暮ら

しに近い形態の「サテライト型住居」を創設するものとする。

(2) 利用対象者について

○ 利用対象者は、グループホームの支給決定を受けた者のうち、早期に単身等での生

活が可能であると認められる者を基本とする。なお、本体住居での生活が一時的に難し

い場合や、集団での生活が難しい場合等についても、相談支援事業者との連携で利用

可能とすることを検討すべきとの意見があった。

○ このため、地域で単身等で生活をしたいという明確な目的意識を持った障害者の利

用期間の長期化を回避する観点から、一定の利用期限を設けて、効果的・効率的な

支援を行うことが必要である。

○ この場合に、例えば、利用期限到来時に引き続きサテライト型住居を利用することに

より単身生活への移行が具体的に見込まれる場合等については、当該利用期限を超

える共同生活援助の利用を認めることや、グループホームの支援が不要になっても当

該住居の契約を事業所から個人に切り替えることで利用者がそのまま住み慣れた住居

に住み続けることができるようにするなど、利用期限到来時に機械的に追い出されるこ

とのないような柔軟な運用や配慮を行うことが必要である。

(3) サテライト型住居の基準等について

○ 設備基準

・ サテライト型住居を設置する場合の本体住居・サテライト型住居の設備等の基準に

ついては、下表によるものとする。
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（※）サテライト型住居の入居定員は本体住居の入居定員には含まないものとする（事業所

の利用定員には含む）。

・ また、本体住居との密接な連携を確保する具体的な要件として、次の要件を設ける

こととする。

＜本体住居との距離要件＞

本体住居とサテライト型住居の入居者が日常的に相互に交流を図ることができ

るよう、サテライト型住居の入居者が通常の交通手段を利用して概ね20分以内で

移動することが可能な距離であることを基本とする。

この場合の当該距離要件については、移動に要する時間により一律に判断する

のではなく、交通基盤の整備状況や気候・地理的な条件等を踏まえつつ、地域の

実情に応じて適切に判断するものとする。

＜本体住居に対するサテライト型住居の箇所数の上限＞

本体住居の従業者が、サテライト型住居を定期的に巡回して支援することとする

中で、次項に掲げるとおり人員配置基準を上乗せしないこと、居間、食堂等の利用

者が相互に交流を図ることができる設備については本体住居の設備を利用するこ

ととすることを踏まえれば、適切な支援を確保する観点から、１つの本体住居に対

するサテライト型住居の設置か所数は原則として２か所を限度とし、さらに本体住

居の入居者が４人以下の場合は１か所の設置を限度とする。なお、本体住居の入

居者が４人以下であっても２か所までの設置を認めるべきとの意見があったことも

踏まえ、当該上限数については、制度施行後の状況を見ながら、必要に応じて見

直すこととする。

○ 人員配置基準

・ グループホームについては、一定の地域の範囲内に所在する共同生活住居全体を

事業所として指定するため、人員配置基準についても、個々の共同生活住居ごとで

はなく、事業所単位で適用している。

本体住居 サテライト型住居

共同生活住居の入居定員 原則２人以上 10人以下 １人

ユニット（居室を除く）の設備 居間、食堂等の利用者が相互に

交流を図ることができる設備

本体住居の設備を利用

ユニットの入居定員 ２人以上 10人以下 －

設備 ・日常生活を営む上で必要な設備

・サテライト型住居の利用者から適切に連絡を受けることができる通

信機器（携帯電話可）

居室の面積 収納設備を除き7.43㎡
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・ このため、サテライト型住居を設置した場合であっても、特段の人員配置基準の上

乗せは行わないものとする。

○ 運営基準

・ サテライト型住居の入居者に対しては、共同生活援助計画に基づき、本体住居の

従業員が定期的な巡回等により支援を行うものとする。

・ この場合の「定期的な巡回等」とは、原則として毎日の訪問を想定しているが、訪問

回数及び訪問時間等については、適切なアセスメント及びマネジメントに基づき利用

者との合意の下に決定されるべきものであることから、利用者の心身の状況等に応じ

て、訪問を行わない日を設けるなど柔軟な設定を可能とすることが必要である。ま

た、訪問時間については短時間に限らず、必要なケアの内容に応じ柔軟に設定する

ものとする。

(4) サテライト型住居の報酬について

○ 以上のとおり、人員配置基準の上乗せを行わない等とすることから、本体住居の基

本報酬と同水準とする。

○ その上で、単身生活等への移行を促進する観点から、現行、退去後の居住の場の

確保など単身生活に向けた支援を評価する自立生活支援加算の算定要件の見直し

等を行うことを検討する。この場合に、自立生活支援加算の算定要件の具体的な見直

し内容、その適用時期については、平成26年度予算編成過程の中で検討されることと

なる。

【参考】 自立生活支援加算の概要

過去２年間に単身生活等に移行した者が定員の５割以上であるなど、一定の算定要件を満

たしている事業所において、単身生活等への移行に向けた相談支援等を行った場合に算定

６．その他の論点

○ 現行のグループホーム、ケアホームについては、65歳以上の身体障害者（65歳以前に

障害福祉サービス等を利用していた者を除く。）を給付対象から除外していることから、介

護保険の要介護認定の結果、「非該当（自立）」と判定された身体障害者については、居

住支援サービスを受けることができないとの指摘がある。

○ 今回の一元化が重度化・高齢化対応という観点から施行されることも踏まえつつ、従来

の経緯等にも留意し、65歳以上の身体障害者のグループホームの利用について改めて

検討する必要がある。

【参考】 社会保障審議会障害者部会報告（平成20年12月16日）（抄）

（身体障害者のグループホーム・ケアホーム）

○ 身体障害者についても一層の地域生活移行を進めていくために、身体障害者がグループホーム

・ケアホームを利用できるようにすべきである。

① 在宅の障害者が、本人の意に反してグループホーム・ケアホームの利用を勧められることがな
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いよう、徹底を図る

② 身体障害者をグループホーム・ケアホームの対象とする趣旨は、施設からの地域移行や、地

域における自立した生活の継続であることを踏まえ、高齢で障害となった者については新規利

用の対象としないこととする

などについて留意が必要と考えられ、具体策について検討していくべきである。
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Ⅲ 地域における居住支援の在り方について

平成24年６月に成立した「地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉障

害施策を講ずるための関係法律の整備に関する法律」における衆参両院の附帯決議において

は、「障害者の高齢化・重度化や「親亡き後」も見据えつつ、障害児・者の地域生活支援をさら

に推進する観点から、ケアホームと統合した後のグループホーム、小規模入所施設等を含め、

地域における居住支援の在り方について、早急に検討を行うこと」とされているところである。

これを踏まえ、検討会においては、「重度訪問介護の対象拡大」及び「ケアホームとグループ

ホームの一元化」の検討と併せ、地域における居住支援として求められる機能を端緒として議

論を行った。

１．地域における居住支援に求められる機能

(1) ヒアリングにおいて挙げられたニーズ

検討会における関係団体からのヒアリングにおいては、障害者の地域生活を支えるため

に必要な支援・資源について様々な意見が出された。これらを整理すると、おおむね以下

のようなニーズが挙げられた。

○ 地域での暮らしの安心感の担保

○ 親元からの自立を希望する者に対する支援

○ 施設・病院等からの退所・退院等、地域移行の推進

○ 医療的ケア、行動障害支援等、専門的な対応を必要とする者への支援

○ 医療との連携等、地域資源の活用

○ 夜間も利用可能なサービス、緊急対応体制

○ 障害特性に応じた体制整備

(2) 求められる機能

これらのニーズから、どのような機能が求められているのかという点について検討する

と、おおむね以下のように分類できると考えられる。

○ 相談 （地域移行、親元からの自立等）

○ 体験の機会・場 （一人暮らし、グループホーム等）

○ 緊急時の受け入れ・対応 （ショートステイの利便性・対応力向上等）

○ 専門性 （人材の確保・養成、連携等）

○ 地域の体制づくり （サービス拠点、コーディネイターの配置等）

(3) 地域における居住支援の機能強化について

障害者の地域生活の支援については、障害福祉計画等に基づき取組を進めているとこ

ろであるが、今後、障害者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据えた視点に立ち、上記

のような機能をさらに強化していく必要がある。

また、その際、相談支援を中心として、学校からの卒業、就職、親元からの独立等、生

活環境が変化する節目を見据えた中長期的視点に立った継続した支援が必要である。
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２．地域における居住支援のための機能強化の進め方について

以上の観点に立ち、地域における居住支援のための機能強化については、以下のように

進めていくこととすべきである。

(1) 取組の対応方針

【地域レベルでの取組の対応方針】

○ 都道府県・市町村においては、各地域において必要な機能の整備について、各地域

における議論を踏まえ、市町村や障害福祉圏域ごとの整備の在り方を定め、都道府県

の障害福祉計画に位置づけ、整備を計画的に推進する。

【制度面での取組の対応方針】

○ 地域における居住支援の機能強化のための制度面での方策を講じる。例えば、

・ 相談機能や緊急時の対応に係る受入機能の整備に向けた支援

・ 医療的ケアが必要な障害者等に対する専門的な支援体制の構築に向けた支援

・ 生活環境が変化する節目を見据えた中長期的な視点に立った継続した相談支援

を行うことができるような体制の整備に向けた支援

・ 障害福祉サービス等についての、地域生活の推進の支援の観点からの必要な見直

し

といった対応を行っていく。

(2) 取組の進め方（参考資料８）

このような対応方針に基づき、具体的には、以下のような対応を行うことが必要となると

考えられる。

なお、地域における居住支援のための機能強化の在り方については、地域の実践等も

踏まえ、引き続き検討していくことが必要である。

【地域レベルでの取組の進め方】

○ 地域レベルでの取組の基礎とするため、それぞれの地域において、障害者の重度化

・高齢化や「親亡き後」を見据え、課題に応じてどのような機能をどれだけ整備していく

かについて、各地域のニーズ、既存のサービスの整備状況や基幹相談支援センターの

設置の有無等、各地域の個別の状況に応じ、関係者や障害当事者が参画して検討す

る。（検討には「協議会」を活用することが考えられる。）

○ なお、その際、これらの機能を具体的にどのような形で地域に整備していくかについて

は、例えば

・ これらの機能を集約して整備する「多機能拠点整備型」（グループホーム等併設

型、単独型）

・ 地域において機能を分担して担う「面的整備型」

といった形態など、地域の実情に応じた柔軟な対応が考えられる。

○ また、単にそれらの機能を新たに整備するだけでなく、既存の事業者の機能強化、例
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えば、障害者支援施設がこれらの機能の一部を引き続き担ったり、新たに担うといった

対応も考えられる。

【制度面での取組の進め方】

○ 制度面での対応については、

・ 平成26年４月のグループホームとケアホームの一元化等にあわせて対応する事項

・ 平成27年４月に予定される障害サービス等報酬改定において対応する事項

等が考えられることから、これらについて整理して実施する。

○ なお、グループホームに地域の居住支援のための機能を付加的に集約する場合に

おいては、専門的な知識・技術を有するスタッフによる支援や夜間の支援体制等を確

保する観点等から、一定程度の規模が必要なケースも考えられる。この場合に複数の

共同生活住居を隣接して整備するなども考えられるが、都市部など土地の取得が極め

て困難な地域等においても各都道府県等の判断で地域の居住支援体制を整備できる

よう、以下の特例を設けることとする。

一の建物における共同生活住居の設置数に関する特例

「共同生活住居」については、現行、マンション等の建物を除き、複数の居室に加え、

居間、食堂、便所、浴室等を共有する１つの建物としているところであるが、地域で居住

するサービス基盤が不足する中、都市部など土地の取得が極めて困難な地域等であっ

て、次のいずれにも該当するものとして都道府県が認めた場合においては、１つの建物

の中に複数の共同生活住居の設置を認めることとする。なお、この場合の一のユニット

の入居定員は、４～５人程度の少人数の障害者が互いに支え合って暮らすというグル

ープホームの本来的な趣旨も踏まえ、６人以下とすることが望ましい。

① 地域で生活している障害者等との常時の連絡体制の確保、緊急一時的な宿泊の

場の提供など地域で暮らしている障害者等を支援するための事業や地域の関係機

関と連絡調整を行うコーディネイト事業を行うこと

② ①の機能をグループホームに付加的に集約して整備することが障害福祉計画に地

域居住支援の一環として位置づけられていること

③ １つの建物であっても、入り口（玄関）が別になっているなど建物構造上、共同生活

住居ごとの独立性が確保されていること

④ １つの建物に設置する共同生活住居の入居定員の合計数が20人以下（短期入所

（空床利用型を除く。）を行う場合、当該短期入所の利用定員数を含む。）であること

○ なお、上記特例については、「利用者は障害福祉圏域内又は同一都道府県内に限

るとする条件を課すべき」との意見があった。
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・常時の連絡体制の確保

・緊急時の支援（一時的な宿

泊を含む）

《施設》

《自宅・アパート等》グループホーム・ケアホーム

障害福祉サービス事業所等障害福祉サービス事業所等

短期入所

（参考資料１）地域における障害福祉サービス等による支援（イメージ）

地域定着支援

(体験利用)

地域

計画相談支援

日中活動

就労継続支援(A,B)

就労移行支援
生活介護

自立訓練(通所・訪問)
等

訪問サービス

居宅介護

重度訪問介護

行動援護

同行援護

移動支援 等

地域移行支援

発達障害者支援
センター等

専門機関

宿泊型自立訓練

アウトリーチ

精神科救急医療

訪問看護・デイケア

《精神科病院、診療所等》

相談支援事業所・相談、同行支援

・一人暮らしの体験宿泊

・日中活動系サービスの体験利用

・入居支援

地域活動支援センター等
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発達障害については、支援のためのノウハウが十分に蓄積されていないため、各地域における支援体制の確

立が喫緊の課題となっていることから、市町村・事業所等支援、医療機関との連携や困難ケースへの対応等に

ついて、地域の中核である発達障害者支援センターの地域支援機能の強化を図り、支援体制を整備するととも

に発達障害のある方の社会参加を促す。

発達障害者支援センター

（参考資料２） 発達障害者支援センターの地域支援機能強化

市町村

発達障害者支援体制整備（地活事業）都道府県等

職員配置：４名程度

●相談支援（来所、訪問、電話等による相談）
●発達支援（個別支援計画の作成・実施等）
●就労支援（発達障害児（者）への就労相談）●その他研修、普及啓発、機関支援

再編・拡充

①アセスメントツールの導入
②個別支援ファイルの活用・普及

※サポートコーチ２名分を積算

（地活事業）

事業所等

対応困難ケースを含めた
支援を的確に実施

困難事例の対応能力の向上全年代を対象とした支援体制の構築
（求められる市町村の取組） （求められる事業所等の取組）

医療機関

①専門的な診断評価
②行動障害等の入院治療

身近な地域で発達障害に関する
適切な医療の提供

（求められる医療機関の取組）

（継続） （新規）（新規）

発達障害者地域支援マネジャーの配置：６名程度

一部新規
（４名分）

体制整備支援（２名） 医療機関との連携（２名）困難ケース支援（２名）

発達障害のある方の社会参加を促す

地域支援機能の強化へ

●（経済財政運営と改革の基本方針）
意欲ある全ての人々が就労などにより社会参加できる環境の整備

●（日本再興戦略-JAPAN is BACK）
人材力の強化、障害者の就労支援を始めとした社会参加の支援を推進

（課題）
中核機関としてセンターに求められる市町村・事業所等の
バックアップや困難事例への対応等が、センターへの直接
の相談の増加等により十分に発揮されていない。

・原則として、センターの事業として実施
・地域の実情に応じ、その他機関等に委託可

●発達障害者支援体制整備検討委員会 ●市町村・関係機関及び関係施設への研修
●アセスメントツールの導入促進 ●ペアレントメンター（コーディネータ）

①アセスメント

②支援の計画

③支援

行動観察・情報収集

障害特性の理解

・本人が困っていること
・本人ができる事、強み の把握
・本人の特性

Ａ．本人の困難を軽減したり取り除く

Ｂ．本人ができること、強みを活用する

※ 支援計画は場面ごと、工程ごと
に丁寧に作る必要がある。

Ａ，Ｂを組み合わせた具体的なツー
ルの作成や構造化、環境調整など
の支援計画の立案
支援の方向性は基本に忠実に
具体策やツールは個別化する

分析
理解

行動の

（参考資料３）
行動障害がある者に対するアセスメントから支援までのプロセス
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強度行動障害支援者養成研修カリキュラム（案）

科 目 内 容 時間

講

義

強度行動障害をとりまく制度とサービスに
関する講義

・行動障害をとりまく制度と課題

2
・強度行動障害と虐待

・虐待防止法について

・事例紹介

強度行動障害の特性と障害理解に関す
る講義

・本研修の対象となる行動障害

4

・強度行動障害の定義

・重度最重度知的障害とは／自閉症とは

・強度行動障害の歴史的経過

・福祉と医療との連携

・様々なアセスメントツール

・危機管理／緊急時の対応

・行動障害のある人と家族の生活の理解に関する講義

強度行動障害と医療に関する講義
・様々な医療的なアプローチ

2
・福祉と医療の連携について

強度行動障害に対する支援の実際に関
する講義

・地域における児童の支援

3

・ショートステイを活用した支援

・児童入所施設における支援

・成人入所施設における支援

・成人期の地域生活支援

・地域支援の５つの原則
・環境調整の原則

演

習

強度行動障害の特性とコミュニケーション
の理解に関する演習

・障害特性の理解を中心に

3

・感覚／知覚の違い

・氷山モデルで行動障害を理解する

・グループ討議／まとめ

・障害特性の理解 ・医療との連携

強度行動障害の支援技術に関する演習

・環境調整を中心に

3
・構造化の考え方

・構造化の基本と手法

・グループ討議／まとめ

強度行動障害の事例に関する演習

・コミュニケーションの理解と表出

3
・様々なコミュニケーションの方法

・グループ討議／まとめ

・ふりかえり

合 計 20

強度行動障害支援者養成研修と行動援護従業者養成研修のカリキュラム
行動援護従業者養成研修カリキュラム

科 目 時間

講
義

行動援護に係る制度およびサービ
スに関する講義

２

行動援護利用者の障害特性と障害
理解に関する講義

２

行動援護の技術に関する講義 ２

演
習

行動援護の事例に関する演習 ４

行動援護の支援技術に関する演習 ３

行動援護の事例分析に関する演習 ４

行動援護の事例分析の検討に関す
る演習

３

計 ２０

（参考資料４）

グループホームで提供する支援を「基本サービス（日常生活の援助等）」と「利用者の個々のニーズに対応した介護サービス」の２階建て
構造とし、介護サービスの提供については、① グループホーム事業者が自ら行うか（介護サービス包括型（現行ケアホーム
型））、②グループホーム事業者はアレンジメント（手配）のみを行い、外部の居宅介護事業所に委託するか（外部サービス
利用型）のいずれかの形態を事業者が選択できる仕組みとする。

介護サービスの
提供

居宅介護事
業所

居宅介護事
業所

★介護サービスについては、現行のケアホームと同様に当該事業所の従業
者が提供。
★利用者の状態に応じて、介護スタッフ（生活支援員）を配置。

〈グループホーム〉

運営者

〈世話人・生活支援員〉

個別支援計画の作成
日常生活上の援助
食事等の介護

★介護サービスについて、事業所はアレンジメント（手配）のみを行い、
外部の居宅介護事業者等に委託。
★介護スタッフ（生活支援員）については配置不要。

〈グループホーム〉

運営者

〈世話人〉

個別支援計画の作成
日常生活上の援助
介護サービスの手配

×
原則、利用
不可

〈ホームヘルパー〉 〈ホームヘルパー〉

〈市町村〉

ਾ
ີ
੍
௸

〈市町村〉

委託料支払

委託契約

介護サービス包括型のイメージ

ਾ
ີ
੍
௸

外部サービス利用型のイメージ

一元化後のグループホームは、介護を必要とする者としない者が混在して利用することとなり、また、介護を必要とする者の数も一
定ではないことから、全ての介護サービスを当該事業所の従業者が提供するという方法は必ずしも効率的ではないと考えられる。一方、こ

れまでのケアホームと同様に、馴染みの職員による介護付きの住まいを望む声もある。

一元化後のグループホームにおける介護サービスの提供形態

、★重度の障害者に限って、
個人単位のホームヘルプ
利用（現行の特例措置）
を認める。

（参考資料５）
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○ 介護サービス包括型については、グループホームの従業者が介護サービスも含めた包括的なサービス提供を行うことから、現行ケア
ホームと同様に、障害程度区分、人員配置に応じた包括的な報酬（基本サービス＋介護サービス）として設定することが考えられる。

○ その場合、現行、経過的に認められている重度者の個人単位のホームヘルプ利用については、平成２６年４月以降についても、必要
な支援の質・量を担保する観点から、新規の利用も含め、当分の間、認めることが必要である。

○ 外部サービス利用型については、介護を必要としない者も利用するため、
ア 利用者全員に必要な基本サービス（日常生活上の援助や個別支援計画の作成等）は、包括的に評価し、
イ 利用者ごとにそもそものサービスの必要性やその頻度等が異なる介護サービスについては、個々の利用者ごとにその利用量に応じ
て算定する仕組みとすることが考えられる。

○ その場合、一元化後のグループホームで外部の居宅介護サービスを利用した場合であっても、その費用が基本サービス分も含めて、
現行ケアホーム（一元化後の介護サービス包括型）とそれほど変わらない水準となるよう、安定的な運営や効率的なサービス提供が可
能となること等を考慮した居宅介護の算定方法を検討する必要がある。

（参考）介護サービス包括型と外部サービス利用型の報酬のイメージ

区分１以下 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６

包
括
報
酬

グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
事
業
者
が
提
供

基本サービス
（計画作成＋家事援助＋生活相談）

介護サービス
（入浴、排せつ、食事等の介護）

家賃・食費など

包括
報酬

区分１以下 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６

出
来
高
報
酬

居
宅
介
護
等
事
業
者
が
提
供

グ

ル
ー

プ
ホ
ー

ム

事
業

者
が

提
供

基本サービス
（計画作成（外部サービスのアレンジメントを含む）＋家事援助＋生活相談）

受託居宅サービス
（居宅介護・重度訪問介護・重度包括）

家賃・食費など

効率的なサービス提供が可能と

なることを考慮した報酬設定

介護サービス包括型 外部サービス利用型

（１）介護サービス包括型の報酬

（２）外部サービス利用型の報酬

（参考資料６）一元化後のグループホームにおける報酬のあり方

介護サービス
（入浴、排せつ、食事等の介護）

受託居宅介護サービス
（居宅介護）

利
用
量
に
応
じ
た
報
酬

共同生活を営むというグループホームの趣旨を踏まえつつ、1人で暮らしたいというニーズにも応え、地域における多様な住まいの場を増やしていく観
点から、グループホームの新たな支援形態の1つとして本体住居との密接な連携（入居者間の交流が可能）を前提として

ユニットなど一定の設備基準を緩和した１人暮らしに近い形態のサテライト型住居の仕組みを創設

○ 地域生活への移行を目指している障害者や現にグループホームを利用している障害者の中には、共同住居よりも単身での生活を望む
人がいる

○ 少人数の事業所が経営安定化の観点から、定員を増やそうとしても近隣に入居人数など条件にあった物件がなく、また、物件が見
つかっても界壁の設置など大規模改修が必要となるケースも少なくないとの声がある。

（参考資料７）サテライト型住居の概要

本体住居 サテライト型住居

共 同 生 活
住居の入居
定員

原則、２人以上１０人
以下 ※

１人

ユニット（居
室を除く）の
設備

居間、食堂等の利用
者が相互に交流を図
ることができる設備

本体住居の設備を利
用

ユニットの入
居定員

２人以上１０人以下 －

設備 ・日常生活を営む上で必要な設備
・サテライト型住居の利用者から適切に通報を
受けることができる通信機器（携帯電話可）

居室の面積 収納設備を除き７．４３㎡

（サテライト型住居を設置する場合の設備基準）

本体住居、サテライト型住居（※）のいずれも事業者が確保
※ 本体住居につき、２か所（本体住居の入居者が４人以下の場合は１か所））が上限

単身等での生活が可
能と認められる者が
基本

（※）サテライト型住居の入居定員は本体住居の入居定員には含まない
ものとする（事業所の利用定員には含む）。
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ＧＨ併設型 単独型

（参考資料８）地域における居住支援のための機能強化

障害者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え、各地域の抱える課題に応じて、居住支援のための機能（相談、体験の機会・場、緊
急時の受け入れ・対応、専門性、地域の体制づくり）を地域に整備していく手法としては、❶ これらの機能を集約して整備する「多機
能拠点整備型」（グループホーム併設型、単独型）、❷地域において機能を分担して担う「面的整備型」等が考えられる。

体験の機会・場

緊急時の受け入れ

相談

体験の機会・場

緊急時の受け入れ

相談

体験の機会・場

相談

緊急時の受け入れ

グループホーム

グループホーム

① 地域で生活している障害者等との常時の連絡体制の確保、緊急一時的な宿泊の場の提供など地域で暮らしている障害者等を支援するための事業や地域の関
係機関と連絡調整を行うコーディネート事業を行うこと

② ①の機能をグループホームに付加的に集約して整備することが障害福祉計画に地域居住支援の一環として位置づけられていること
③ １つの建物であっても、入り口（玄関）が別になっているなど建物構造上、共同生活住居ごとの独立性が確保されていること
④ １つの建物に設置する共同生活住居の入居定員の合計数が２０人以下（短期入所（空床利用型を除く。）を行う場合、当該短期入所の利用定員数を含む。）で
あること

都市部など土地の取得が困難な地域等においても、各都道府県の判断で地域の居住支援体制を柔軟に整備できるよう、次のいずれにも該当するものと
して都道府県が認めた場合は、１の建物の中に複数の共同生活住居の設置を認めることとする。

この場合、専門的な知識・技
術を有するスタッフによる支
援や夜間の支援体制等を確保
する観点等から、一定程度の
規模が必要なケースも考えら
れる。

（参考）居住支援のための機能強化の整備手法のイメージ

各地域のニーズ、既存のサービスの整備状況など各地域の個別の状況に応じ、関係者や障害当事者が参画して検討

１の建物における共同生活住居の設置数に関する特例

多機能拠点整備型 面的整備型

等 等 等
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関連資料４

グループホームで提供する支援を「基本サービス（日常生活の援助等）」と「利用者の個々のニーズに対応した介護サービス」の２階建て
構造とし、介護サービスの提供については、① グループホーム事業者が自ら行うか（介護サービス包括型（現行ケアホーム
型））、②グループホーム事業者はアレンジメント（手配）のみを行い、外部の居宅介護事業所に委託するか（外部サービス
利用型）のいずれかの形態を事業者が選択できる仕組みとする。

介護サービスの
提供

居宅介護事
業所

居宅介護事
業所

★介護サービスについては、現行のケアホームと同様に当該事業所の従業
者が提供。
★利用者の状態に応じて、介護スタッフ（生活支援員）を配置。

〈グループホーム〉

運営者

〈世話人・生活支援員〉

個別支援計画の作成
日常生活上の援助
食事等の介護

★介護サービスについて、事業所はアレンジメント（手配）のみを行い、
外部の居宅介護事業者等に委託。
★介護スタッフ（生活支援員）については配置不要。

〈グループホーム〉

運営者

〈世話人〉

個別支援計画の作成
日常生活上の援助
介護サービスの手配

×
原則、利用
不可

〈ホームヘルパー〉 〈ホームヘルパー〉

〈市町村〉

ਾ
ີ
੍
௸

〈市町村〉

委託料支払

委託契約

介護サービス包括型のイメージ

ਾ
ີ
੍
௸

外部サービス利用型のイメージ

一元化後のグループホームは、介護を必要とする者としない者が混在して利用することとなり、また、介護を必要とする者の数も一
定ではないことから、全ての介護サービスを当該事業所の従業者が提供するという方法は必ずしも効率的ではないと考えられる。一方、こ

れまでのケアホームと同様に、馴染みの職員による介護付きの住まいを望む声もある。

一元化後のグループホームにおける介護サービスの提供形態

、★重度の障害者に限って、
個人単位のホームヘルプ
利用（現行の特例措置）
を認める。
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介護サービスの提供に係る責任の所在を明確にする観点等から、介護保険の特定施設入居者生活介護を参考に以下の仕組み
とすることが考えられる。
○ 外部サービス利用型グループホーム事業者は、居宅介護事業者（以下、「受託居宅介護サービス事業者」）との間で文書により委託契約を締結
し、サービス等利用計画案を勘案した市町村の支給決定を踏まえたグループホームの個別支援計画に基づき、介護サービスを手配。

○ この場合、外部サービス利用型グループホーム事業者は、業務に関して受託居宅介護サービス事業者に必要な管理及び指揮命令を行う。

居宅介護
事業者

《グループホーム》
外部サービス利用型

《利用者》 《ホームヘルパー》

《受託居宅介護ｻー ﾋ゙ ｽ
事業者》

（委託契約）

（
利
用
契
約
）

（
雇
用
関
係
）

（介護サービスの提供）

（指揮・命令）

○ 居宅介護（身体介護に係るものに限る。）

委託可能なサービス

○ 委託の範囲

○ 委託に係る業務の実施に当たり遵守すべき条件

○ 受託居宅介護事業者の従業者により当該委託業務が居
宅介護の運営基準に従って適切に行われていることを
定期的に確認する旨

○ 委託業務に関し受託居宅介護サービス事業者に対し指
示を行い得る旨

○ 委託業務に関し改善の必要を認め、所要の措置を講じ
るよう前号の指示を行った場合において、当該措置が
講じられたことを確認する旨

○ 受託居宅介護サービス事業者が実施した当該委託業務
により入居者に賠償すべき事故が発生した場合におけ
る責任の所在

○ その他委託業務の適切な実施を確保するために必要な
事項

契約事項

（参考）介護サービス利用の関係図

介護サービス委託の基本的な仕組み

（
指
揮
・
命
令
）

障害
程度

利用
対象

職員配置基準 基本報酬
（６：１）

世話人 生活支援員

区分６ ▲ 10：１以上

（一体型）
６：１以上

設定なし 179単位

区分５ ▲

区分４ ▲

区分３ ▲

区分２ ▲

区分１ ○

非該当 ○

《基本的な性格》
○障害程度区分１又は非該当の者の利用を想定
○介護の提供は想定されていない

《標準的な支援内容》
○日常的に必要な相談・援助
○食事の提供、健康管理、金銭管理の援助、計画作成、緊急時対
応

障害
程度

利用
対象

職員配置基準 基本報酬
（６：１）

世話人 生活支援員

区分６ ○ 10：1以上 設定なし 179単位
＋

外部委託
分を出来
高報酬と
して評価

区分５ ○

区分４ ○

区分３ ○

区分２ ○

区分１ ○
179単位

非該当 ○

《基本的な性格》
○障害程度区分にかかわらず利用可能
○介護の提供については、外部の居宅介護事業所等に委託

《標準的な支援内容》
○日常的に必要な相談・援助
○食事の提供、健康管理、金銭管理の援助、計画作成、緊急時対
応
○介護サービスの手配（アレンジメント）

○ 現行、介護スタッフ（生活支援員）を配置していない『グループホーム』については、基本的に『外部サービス利用型』へ移行する
ものと考えられる。

※ 新たに生活支援員を配置して『介護サービス包括型』に移行することも可能。

グループホーム グループホーム（外部サービス利用型）

※ 区分2以上は、本人が希望する場合に利用可能

（参考１）現に運営するグループホーム等の移行先①
（現行グループホーム → 外部サービス利用型）

※ 職員配置基準、基本報酬単価については、要検討

H26.4

（経過措置）現にあるグループホーム事業所は、外部サービス利用型指定共同生活援助事業所とみなす
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障害
程度

利用
対象

職員配置基準 基本報酬
（６：１）

世話人 生活支援員

区分６ ○ ６：１以上 2.5：１ 556単位

区分５ ○ ４：１ 440単位

区分４ ○ ６：１ 362単位

区分３ ○ ９：１ 296単位

区分２ ○ 設定なし 208単位

区分１ × ー ー ー

非該当 × ー ー ー

《基本的な性格》
○障害程度区分２以上の者の利用を想定
○当該事業所の従業者が介護を提供

《標準的な支援内容》
○日常的に必要な相談・援助
○食事の提供、健康管理、金銭管理の援助、計画作成、緊急時対
応
○食事、入浴、排せつ等の介護

《基本的な性格》
○障害程度区分にかかわらず利用可能
○当該事業所の従業者が介護を提供

《標準的な支援内容》
○日常的に必要な相談・援助
○食事の提供、健康管理、金銭管理の援助、計画作成、緊急時対
応
○食事、入浴、排せつ等の介護

○ 現行、介護スタッフ（生活支援員）を配置している『ケアホーム』及び『グループホーム・ケアホーム一体型事業所』については、基
本的に『介護サービス包括型』へ移行するものと考えられる。
※ 他事業所への配置換え等により、平成２６年度以降、生活支援員を配置せず『外部サービス利用型』に移行することも可能。

ケアホーム グループホーム（介護サービス包括型）

障害
程度

利用
対象

職員配置基準 基本報酬
（６：１）

世話人 生活支援員

区分６ ○ ６：１以上 2.5：１ 556単位

区分５ ○ ４：１ 440単位

区分４ ○ ６：１ 362単位

区分３ ○ ９：１ 296単位

区分２ ○ 設定なし 208単位

区分１ ○ 設定なし 179単位

非該当 ○

※ 職員配置基準、基本報酬単価については、要検討

（参考２）現に運営するグループホーム等の移行先②
（現行ケアホーム及びグループホーム・ケアホーム一体型 → 介護サービス包括型）

H26.4

（経過措置）現にあるケアホーム及びグループホーム・ケアホーム一体型事業所は、指定共同生活援助（介護サービス包括型）事業所とみなす

○ 一元化後のグループホームの支援形態を踏まえれば、平成２６年４月以降、

・ 現行のケアホームの多くは、『介護サービス包括型』、

・ 現行のグループホームの多くは、『外部サービス利用型」、

に移行するものと考えられる。このため、サービス提供時間帯の人員配置基準については、 「介護サービス包括型」について

は、現行ケアホームの基準と同様の基準とし、「外部サービス利用型」については、現行グループホームの基準と同様とした上

で、以下の理由により、世話人の配置基準を現行の「10：１以上」から「6：1以上」に引き上げる。

（参考）グループホーム、ケアホームの基本報酬の算定状況 ※ 共同生活介護・共同生活援助サービス費（Ⅰ）～（Ⅲ）のみ計上

（出典）国保連データ（平成２５年４月サービス提供分）

・ 一元化により、ケアホームとグループホームの利用者に明確な差異がなくなること

・ 現行においても、グループホーム、ケアホーム一体型事業所の場合は「６：１以上」の配置を求めていること

・ 現に9割以上の事業所が「６：１以上」の配置を行っていること

（１）人員配置基準

グループホーム ケアホーム

事業所数 割合 事業所数 割合

４：１ １，４４７ ４８．９％ ２，２８５ ６１．３％

５：１ ６９０ ２３．３％ ７１８ １９．３％

６：１ ７２０ ２４．３％ ７２３ １９．４％

１０：１ １０４ ３．５％ － －

合 計 ２，９６１ １００．０％ ３，７２６ １００．０％

一元化後のグループホームの人員配置基準等について

（経過措置） 現にあるグループホーム事業所の世話人の配置基準は、当分の間、「10：1以上」とする。
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○ グループホーム入居者の重度化・高齢化を背景に、グループホームにおけるサービスの質の確保・向上を図る必要があるとの指
摘がある。このため、介護福祉士や精神保健福祉士など有資格者の配置が促進されるような支援措置のほか、介護保険の地域密着
型サービス事業所と同様に「運営推進会議」の設置を各グループホーム事業者に義務付けて地域に開かれた運営とすることも中長
期的な課題として検討する必要がある。

（参考）運営推進会議の概要
利用者、市町村職員、地域の代表者等に対し、提供しているサービス内容等を明らかにすることにより、地域との連携が

確保され、かつ、地域に開かれたサービスとすることで、サービスの質の確保・向上を図ることを目的として設置

ア 日中の支援体制
日中については、日中活動サービスを利用しているなど多くの利用者が共同生活住居外にいることから、職員配置の義務化は

行わず、現行の日中支援加算の拡充・見直し等により対応することを検討する。

イ 夜間の支援体制
夜間については、軽度者のみが入居する事業所など必ずしも夜勤配置の必要のない事業所もあることから、職員配置の義務化

は行わず、現行の夜間支援体制加算及び夜間防災・緊急時支援体制加算の拡充・見直し等により対応することを検討する。

ウ 医療が必要な重度者等に対する支援体制
グループホーム、ケアホームにおける医療サービスの提供実態（ほとんどが「投薬・服薬管理」であること）を踏まえ、看

護職員等の配置の義務化は行わず、現行の医療連携体制加算の拡充・見直し等により対応することを検討する。

→ ア～ウの現行加算の拡充・見直しの具体的な考え方・その適用時期については、平成26年度予算編成過程の中で検討。

（２）事業所の質の確保

（３）日中・夜間の支援体制、医療が必要な者等への対応

○ 「介護サービス包括型」と「外部サービス利用型」は、現行のグループホームとケアホームの基準に差異がないことを踏まえ
共通の基準を設ける（サテライト型住居の設備基準については後述）。

○ 平成２３年に成立した地域主権一括法の施行により、グループホーム・ケアホームの設備に関する基準については、「従うべき基
準」（必ず適合しなければならない基準）とされた居室面積基準などごく一部を除き、現在も、各地方自治体の責任において、地域
の実情に応じた適切な基準を定めていただいている。このため、国の基準については、共同生活住居の入居定員に関する基準を除
き、基本的に現行どおりとする。

○ その上で、事業者の意向等により、肢体不自由者や重症心身障害者、行動障害のある者などそれぞれの障害特性に対応したグルー
プホームを設置する際の支援方策について検討する必要がある。

（参考）グループホーム、ケアホームの主な基準に係る条例委任の考え方

○ 障害者のグループホームについては、障害者が
地域において少人数で互いに支え合って暮らす住
まいの場であることから、新築の場合の共同生活
住居の入居定員は、現行どおり10人以下とする。

○ ただし、都市部等において、既存の１０人以上が
入居する共同生活住居を建替える場合であって、近
隣の住宅地等に新たに土地を確保できないなど建替
え後に共同生活住居を複数に分けて設置することが
困難な場合については、現に入居している者の利用
者保護の観点等から、その時点の入居定員の数を上
限として、例外的に１０人以上の入居定員の共同生
活住居の設置を可能とする。

○ さらに、グループホームに地域の居住支援のため
の機能を付加的に集約する場合においては、一定の
規模に関する特例を設ける。

（１）基本的考え方

基準の類型 基準の例
厚生労働
省の対応

人員配置基準 世話人：常勤換算で利用者数を１０で除した数以上 等
従うべき
基準

居室面積基準
居室：収納設備等を除き、７．４３㎡以上

等
従うべき
基準

人権に直結する
運営基準

○ 内容及び手続きの説明及び同意
○ サービス提供拒否の禁止
○ 身体拘束等の禁止 等

従うべき
基準

利用定員 共同生活住居の入居定員：原則２人以上１０人以下 等 標準

上記以外の施設・
設備・運営基準

○ 共同生活住居の立地：住宅地かつ入所施設又は病
院の敷地外

○ 心身の状況等の把握
○ サービスの提供の記録 等

参酌すべ
き基準

一元化後のグループホームの設備基準等について

（２）共同生活住居の入居定員

56



○ 介護サービス包括型については、グループホームの従業者が介護サービスも含めた包括的なサービス提供を行うことから、現行ケア
ホームと同様に、障害程度区分、人員配置に応じた包括的な報酬（基本サービス＋介護サービス）として設定することが考えられる。

○ その場合、現行、経過的に認められている重度者の個人単位のホームヘルプ利用については、平成２６年４月以降についても、必要
な支援の質・量を担保する観点から、新規の利用も含め、当分の間、認めることが必要である。

○ 外部サービス利用型については、介護を必要としない者も利用するため、
ア 利用者全員に必要な基本サービス（日常生活上の援助や個別支援計画の作成等）は、包括的に評価し、
イ 利用者ごとにそもそものサービスの必要性やその頻度等が異なる介護サービスについては、個々の利用者ごとにその利用量に応じ
て算定する仕組みとすることが考えられる。

○ その場合、一元化後のグループホームで外部の居宅介護サービスを利用した場合であっても、その費用が基本サービス分も含めて、
現行ケアホーム（一元化後の介護サービス包括型）とそれほど変わらない水準となるよう、安定的な運営や効率的なサービス提供が可
能となること等を考慮した居宅介護の算定方法を検討する必要がある。

（参考）介護サービス包括型と外部サービス利用型の報酬のイメージ

区分１以下 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６

包
括
報
酬

グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
事
業
者
が
提
供

基本サービス
（計画作成＋家事援助＋生活相談）

介護サービス
（入浴、排せつ、食事等の介護）

家賃・食費など

包括
報酬

区分１以下 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６

出
来
高
報
酬

居
宅
介
護
等
事
業
者
が
提
供

グ

ル
ー

プ
ホ
ー

ム

事
業

者
が

提
供

基本サービス
（計画作成（外部サービスのアレンジメントを含む）＋家事援助＋生活相談）

受託居宅サービス
（居宅介護・重度訪問介護・重度包括）

家賃・食費など

効率的なサービス提供が可能と

なることを考慮した報酬設定

介護サービス包括型 外部サービス利用型

（１）介護サービス包括型の報酬

（２）外部サービス利用型の報酬

一元化後のグループホームにおける報酬のあり方

介護サービス
（入浴、排せつ、食事等の介護）

受託居宅介護サービス
（居宅介護）

利
用
量
に
応
じ
た
報
酬

共同生活を営むというグループホームの趣旨を踏まえつつ、1人で暮らしたいというニーズにも応え、地域における多様な住まいの場を増やしていく観
点から、グループホームの新たな支援形態の1つとして本体住居との密接な連携（入居者間の交流が可能）を前提として

ユニットなど一定の設備基準を緩和した１人暮らしに近い形態のサテライト型住居の仕組みを創設

○ 地域生活への移行を目指している障害者や現にグループホームを利用している障害者の中には、共同住居よりも単身での生活を望む
人がいる

○ 少人数の事業所が経営安定化の観点から、定員を増やそうとしても近隣に入居人数など条件にあった物件がなく、また、物件が見
つかっても界壁の設置など大規模改修が必要となるケースも少なくないとの声がある。

サテライト型住居の概要

本体住居 サテライト型住居

共 同 生 活
住居の入居
定員

原則、２人以上１０人
以下 ※

１人

ユニット（居
室を除く）の
設備

居間、食堂等の利用
者が相互に交流を図
ることができる設備

本体住居の設備を利
用

ユニットの入
居定員

２人以上１０人以下 －

設備 ・日常生活を営む上で必要な設備
・サテライト型住居の利用者から適切に通報を
受けることができる通信機器（携帯電話可）

居室の面積 収納設備を除き７．４３㎡

（サテライト型住居を設置する場合の設備基準）

本体住居、サテライト型住居（※）のいずれも事業者が確保
※ 本体住居につき、２か所（本体住居の入居者が４人以下の場合は１か所））が上限

単身等での生活が可
能と認められる者が
基本

（※）サテライト型住居の入居定員は本体住居の入居定員には含まない
ものとする（事業所の利用定員には含む）。
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○ サテライト型住居を設置する場合の本体住居・サテライト型住居の設備等の基準については、下表によるものとする。

※ サテライト型住居の入居定員は本体住居の入居定員には含まないものとする（事業所の利用定員には含む）。

○ また、本体住居との密接な連携を確保する具体的な要件として、次の要件を設けるものとする。

☆ 本体住居とサテライト型住居の入居者が日常的に相互に交流を図ることができるよう、原則として、サテライト型住居
の入居者が通常の交通手段を利用して、概ね20分以内に移動することが可能な距離であること。

☆ １つの本体住居に対するサテライト型住居の設置か所数は原則として、2か所（本体住居の入居者が4人以下の場合は1
か所）を限度とすること。

本体住居 サテライト型住居

共同生活住居の入居定員 原則、２人以上１０人以下 ※ １人

ユニット（居室を除く）の設備 居間、食堂等の利用者が相互に交流を図ることがで

きる設備

本体住居の設備を利用

ユニットの入居定員 ２人以上１０人以下 －

設備 ・日常生活を営む上で必要な設備

・サテライト型住居の利用者から適切に通報を受けることができる通信機器（携帯電話可）

居室の面積 収納設備を除き７．４３㎡

サテライト型住居の設備・運営基準について

（１）設備基準に関する論点

○ グループホームについては、一定の範囲内の住居全体を事業所として指定するため、人員配置基準についても、個々の住
居ごとではなく事業所単位で適用している。
このため、サテライト型住居を設置した場合

であっても、特段の人員配置基準の上乗せは行
わないものとする。

○ サテライト型住居の入居者に対しては、共同
生活援助計画に基づき、本体住居の従業員によ
る定期的な巡回等により支援を行うものとする。

○ この場合の「定期的な巡回等」とは、原則と
して毎日の訪問を想定しているが、訪問回数及
び訪問時間等については、適切なアセスメント
及びマネジメントに基づき、利用者との合意の
下に決定されるべきものであることから、利用
者の心身の状況等に応じて、訪問を行わない日
を設けるなど柔軟な設定を可能とする。

○ 人員配置基準の上乗せを行わないため、本体住居の基本報酬と同水準とする。
○ その上で、単身生活等への移行を促進する観点から、現行、退去後の居住の場の確保など単身生活に向けた支援を評価する自立
生活支援加算の算定要件の見直し等を行うことを検討する。

（２）人員配置基準に関する論点

（３）運営基準に関する論点

（４）サテライト型住居の報酬設定に関する論点

（参考）グループホーム・ケアホームの事業所指定のイメージ

個々の住居ではなく、一定の範囲内の住居全体を事業所として指定

いずれの共同生活住居について
も主たる事務所から概ね30分程
度で移動できる範囲内に所在
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（６）地域移行支援の対象拡大について 

 

① 地域移行支援の対象拡大（案）について 

平成 24 年６月に成立した障害者総合支援法では、地域移行支援の対象

に「その他の地域における生活に移行するために重点的な支援を必要とす

る者であって厚生労働省令で定めるもの」が追加されたところであるが、

その対象拡大の範囲等については以下のとおりであるので、ご了知の上、

管内の地域相談支援事業者や関係団体等への周知など平成 26 年４月の円

滑な施行に向けた準備をお願いしたい。 

また、今回示すものは、主に現段階で考えられる事項を整理したもので

あり、今後、関係省庁等との調整の過程において変更等があり得ることに

留意願いたい。 

 

（関連資料５）Ｐ61～ 

「地域移行支援の対象拡大について」（第 52 回社会保障審議会障害者部会 

（資料２）） 

 

 

 

（基本的な考え方） 

○ 重点的な支援を行うことで地域生活に円滑に移行できることが期待

される者として、 

 ① 入所期間の長期化や高齢化が進んでいる保護施設に入所している 

障害者 

 ② 退所後の住居を確保し、円滑に福祉サービス等につなげることで再 

犯防止が期待される矯正施設等に入所している障害者 

を新たに地域移行支援の対象とする。 

 

（保護施設に入所している障害者） 

○ 保護施設のうち、「身体上又は精神上の理由」が入所の要件となって

いる「救護施設」及び「更生施設」に入所している障害者を地域移行支

援の対象とする。 

 

（矯正施設等に入所している障害者） 

○  対象とする矯正施設の種類は、刑事施設（刑務所、少年刑務所及び拘

置所）及び少年院とする。 

 

○  対象とする障害者は、矯正施設の長が施設外で処遇を行うことを認め、

地域相談支援事業者によって障害福祉サービスの体験利用や体験宿泊

などを実施することが可能な者に限定する。 
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○ 具体的には、「刑事施設又は少年院の職員の同行が可能である障害者」

や、「刑事施設、少年院の長が刑事施設、少年院の職員の同行なしでの

外出又は外泊を許可した障害者」を想定している。 

 

○  また、矯正施設を出所した障害者は、出所後の一定期間、更生保護施

設等を利用するケースが少なくないことから、更生保護施設等に入所し

た障害者についても支援の対象とする方向で検討中である。 

 

（地域相談支援事業者が委託により行うことができる業務範囲の要件緩和） 

○  現行、地域相談支援事業者は、障害福祉サービスの体験的な利用支援

及び体験的な宿泊支援を除き、地域移行支援の提供を他の事業者等への

委託により行うことができないこととしているが、退院又は退所後の居

住予定地が遠隔地にある場合には、住居の確保や関係機関との連絡調整

等を当該居住予定他の地域相談支援事業者に委託できるように見直す

こととする。 

 

② 今後のスケジュール等について 

○ 地域移行支援の対象拡大の施行に係る関係省令については、現在、パ

ブリックコメントを実施しているところであり、年内のできるだけ早い

時期に公布する予定である。なお、具体的な対象施設・対象者の範囲や

必要な手続き等については、現在、法務省や厚生労働省内の関係部局と

連携しながら検討を進めているところであり、その検討結果については、

順次、お示ししていくので了知願いたい。 
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社会保障審議会障害者部会 

第 52 回（H25.10.15） 資料２ 

 

 

地域移行支援の対象拡大について 
 

 
 
Ⅰ 地域移行支援の見直しの方向性 
 
１．地域移行支援の概要 
 

○ 地域移行支援とは、障害者支援施設等及び精神科病院に入所・入院して

いる障害者に対して、住居の確保や障害福祉サービスの体験利用・体験宿

泊のサポートなど地域生活へ移行するための支援を行うもの。平成 24 年４

月から実施。 

 

【参考】地域移行支援の算定実績（平成 25 年５月サービス提供分） 

請求事業所数 請求利用者数 

249 事業所 501 人 

                                 （出典）国保連データ 

 
２．地域移行支援の見直しの方向性   
           

○ 平成 24 年６月に成立した障害者総合支援法では、現行の対象者に加え

て「その他の地域における生活に移行するために重点的な支援を必要とす

る者であって厚生労働省令で定めるもの」を新たに規定したところである。 

 

○ これを受け、重点的な支援を行うことで地域生活に円滑に移行できるこ

とが期待される者として、 

① 入所期間の長期化や高齢化が進んでいる保護施設に入所している障

害者、 

② 退所後の住居を確保し、円滑に福祉サービス等につなげることで再犯 

防止が期待される矯正施設、保護施設等に入所している障害者 

を新たに地域移行支援の対象とする。 

関連資料５ 
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【参考：障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律】 

第５条  

19 この法律において「地域移行支援」とは、障害者支援施設、のぞみの園若し 

くは第 1項若しくは第 6項の厚生労働省令で定める施設に入所している障害 

者又は精神科病院（精神科病院以外の病院で精神病室が設けられているもの 

を含む。第 89 条第 4項において同じ。）に入院している精神障害者その他の 

地域における生活に移行するために重点的な支援を必要とする者であって厚 

生労働省令で定めるものにつき、住居の確保その他の地域における生活に移 

行するための活動に関する相談その他の厚生労働省令で定める便宜を供与す 

ることをいう。 

 
 

Ⅱ 地域移行支援の対象拡大の基本的な考え方 
 
１．保護施設に入所している障害者 

 

○ 生活保護法第 38 条に規定する保護施設（下記参考を参照）のうち、「身

体上又は精神上の理由」が入所の要件となっている『救護施設』及び『更

生施設』に入所している障害者を地域移行支援の対象とする。 

 

【参考：生活保護法】 

（種類） 

第 38 条 保護施設の種類は、左の通りとする。 

一 救護施設  

二 更生施設  

三 医療保護施設  

四 授産施設  

五 宿所提供施設  

  2 救護施設は、身体上又は精神上著しい障害があるために日常生活を営むこと

が困難な要保護者を入所させて、生活扶助を行うことを目的とする施設とする。  

  3  更生施設は、身体上又は精神上の理由により養護及び生活指導を必要とする

要保護者を入所させて、生活扶助を行うことを目的とする施設とする。  

  4 医療保護施設は、医療を必要とする要保護者に対して、医療の給付を行うこ 

とを目的とする施設とする。  

  5 授産施設は、身体上若しくは精神上の理由又は世帯の事情により就業能力の 

限られている要保護者に対して、就労又は技能の修得のために必要な機会及び 

便宜を与えて、その自立を助長することを目的とする施設とする。  

  6 宿所提供施設は、住居のない要保護者の世帯に対して、住宅扶助を行うこと 

を目的とする施設とする。  
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２．矯正施設等に入所している障害者 
 

（１）矯正施設に入所している障害者 
 

① 給付対象となる矯正施設の種類 

○ 地域移行支援の対象とする矯正施設の種類は、地域生活定着支援セン

ターが実施する地域生活定着促進事業と同様に刑事収容施設及び被収

容者等の処遇に関する法律第３条に規定する『刑事施設』、少年院法第

１条に規定する『少年院』とする。 

 

【参考：矯正施設の種類】 

　法令に違反し、裁判などの結果、刑罰に服することとなった者を収容する
刑事施設。
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・少年受刑者を収容する刑務所。少年受刑者を成人受刑者から分離して
拘禁し、悪風感染を防止するとともに、特別な教育的処遇を行うことを目的
とする。
・対象年齢：１６歳以上２６歳未満

7

　未決拘禁者（被疑者、刑事被告人）、死刑確定者を収容する施設。 8

・家庭裁判所から保護処分として送致された少年及び少年院において刑の
執行を受ける者を収容し、これに矯正教育を授ける施設。
・対象年齢：１２歳以上２３歳未満（医療少年院は１２歳以上２６歳未満）

少年院法第１条 50 H25.5.16現在 3,322

・家庭裁判所から観護措置の決定によって送致された少年を収容し、専門
的な調査や診断を行う施設。
・対象年齢：２０歳未満
・観護措置期間：２週間まで（１回まで更新可）

少年院法第１６条 51 H25.5.16現在 681

・売春防止法第５条（勧誘等）の罪を犯して補導処分に付された満２０歳以
上の女子を収容し、更生させるために必要な補導を行う施設。
・対象年齢：満２０歳以上
・期間：６ヶ月

婦人補導院法第１条 1 H25.5.16現在 0

※１　出典：法務省ホームページ　　※２　出典：H24.12.31現在　平成24年矯正統計年報

67,008

矯
正
施
設

刑
事
施
設

刑務所

刑事収容施設及び被
収容者等の処遇に関
する法律第３条

H25.5.16現在少年刑務所

拘置所

少年院

少年鑑別所

婦人補導院

施設種別 概要 根拠法令 カ所数※１ 収容人数※２

 

 

② 給付対象となる障害者の範囲 

○ 矯正施設に入所している障害者に対する面談、支援計画の作成、住

居の確保など『矯正施設内で行う支援』については、現在も保護観察

所、地域生活定着支援センターとの連携により行われていることから、

新たに地域移行支援の対象とする障害者は、矯正施設の長が施設外で

処遇を行うことを認め、地域相談支援事業者によって障害福祉サービ

スの体験利用や体験宿泊などを実施することが可能な者に限定するこ

とが必要である。 

 

 ○ この場合、給付対象となる者は、障害福祉サービスの体験利用など

地域相談支援事業者が矯正施設外で支援を行う際に、 
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・ 刑事施設又は少年院の職員の同行が可能である障害者や 

・ 刑事施設、少年院の長が刑事施設、少年院の職員の同行なしでの

外出又は外泊を許可した障害者 

が想定される。 

  

※ 具体的な対象施設・対象者の範囲や必要な手続き等については、現

在、法務省や厚生労働省内の関係部局と連携しながら検討中である。 

 

（２）矯正施設を出所した障害者 

 

① 給付対象となる障害者の範囲 

○ 刑務所に服役した受刑者など長期間にわたり一般社会から隔離され 

た場所で生活していた障害者については、すぐに一般社会の生活に適

応することが困難であること等から、出所後の一定期間、更生保護事

業法第２条第 7 項に規定する『更生保護施設』などを利用するケース

が少なくない。 

 

○ このため、矯正施設等からの釈放に伴い、更生保護施設等に入所した

障害者についても、地域移行支援の給付対象とすることが必要である。 

 

② 給付対象となる更生保護施設等の種類 

○ 更生保護施設のほか矯正施設出所者等の更生を目的とした自立準備

ホーム、自立更生促進センター、就業支援センターが考えられるが、具

体的な対象施設の範囲については、現在、法務省や厚生労働省内関係部

局と連携しながら検討中である。 
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社会保障審議会障害者部会

第52回（H25.10.15） 資料２

（参考） 地域生活への移行に向けた支援の流れ（イメージ）

（地域移行支援）
・地域移行支援サービス費 2,300単位/月

・退院・退所月加算 2,700単位/月
（退院・退所月に加算）

・集中支援加算 500単位/月
（月6日以上面接・同行による支援
を行った場合に加算）

・障害福祉サービス事業の 300単位/日
体験利用加算

・体験宿泊加算（Ⅰ） 300単位/日

・体験宿泊加算（Ⅱ） 700単位/日

・特別地域加算 ＋15/100

（地域定着支援）
・地域定着支援サービス費

〔体制確保分〕 300単位/月
〔緊急時支援分〕 700単位/日

・特別地域加算 ＋15/100

報 酬 単 価

地域相談支援（地域移行支援・地域定着支援）の概要
地域移行支援・・・障害者支援施設等、精神科病院に入所又は入院している障害者を対象に住居の確保その他の地域生活へ移

行するための支援を行う。
地域定着支援・・・居宅において単身で生活している障害者等を対象に常時の連絡体制を確保し、緊急時には必要な支援を

行う。

地域移行支援 地域定着支援

事業所数 ２４９事業所 ２７３事業所

利用者数 ５０１人 １，３８９人

国保連平成２５年５月実績

１.地域相談支援（地域移行支援・地域定着支援）の概要

協議会によるネットワーク化
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出典：平成22年度全国救護施設実態調査報告書（全国救護施設協議会）

救護施設入所者の年齢構成救護施設入所者の年齢構成

N=4,076

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 

１年未満

１年～４年

５年～９年

１０年～１９年

２０年～２９年

３０年～３９年

４０年以上

無回答

１年未満 １年～４年 ５年～９年
１０年～１９

年

２０年～２９

年

３０年～３９

年
４０年以上 無回答

人数 646 5,057 3,203 3,145 1,893 1,676 1,435 13 

４０歳未満

2%

４０歳

～６４歳
51%

６５歳以上

47%

無回答

0%

○ 平均14年。10年以上の入所が約半数を占める。

救護施設入所者の入所期間救護施設入所者の入所期間

○ 平均６４歳。65歳以上の入所が約半数を占める。

２.救護施設の入所者の実態

N=17,068

○ 救護施設については、入所者の長期化、高齢化が進んでいる。

入所期間の長期化や高齢化に伴う生活機能、意欲の低下等が考えられ、

外部からの働きかけにより退所を促すことが必要ではないか。

（H23法務省矯正統計年報を参考に作成）

３.矯正施設入所者の状況

全在所受刑者６１,１０２人（平成２３年末）

前年からの在所受刑者
約43,000人

初犯入所受刑者
約10,900人（42%）

再犯による再入所受刑者
約15,100(58%)

仮釈放
約15,000人(51%)

満期出所者
約14,000人（48%）

出所者約29,000人

帰住地がない、受刑態度等の理由

帰住先がある者 約7,600人

帰住先がない者 約6,617人

満期出所者

うち、帰住先のない高齢者又は
障害者 1,000人/年

○ 約６割の犯罪は、再犯者（全犯罪者のうちの約３割）

が実行
再犯防止の必要性

○ Ｈ１６年～２０年の刑務所再入所者のうち、出所時に
帰住先がなかった者の約５７％が１年未満で再犯

帰住先の確保と生活基盤の安定の必要性

新入所受刑者 25,499人

帰住地あり、受刑態度等の理由
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（抜粋）

第３ 再犯防止のための重点施策

１ 対象者の特性に応じた指導及び支援を強化する

（２） 高齢者又は障害者に対する指導及び支援

高齢又は障害のため、自立した生活を送ることが困難な者に対しては、刑務所等、保護観察所、地域生活定着支援

センター、更生保護施設、福祉関係機関等の連携の下、地域生活定着促進事業対象者の早期把握及び迅速な調整に

より、出所等後直ちに福祉サービスにつなげる準備を進めるとともに、帰住先の確保を強力に推進する。

また、地域生活定着促進事業の対象とならない者に対しても、個々の必要性に応じた指導・支援、医療・福祉等のサ

ポートを、刑務所等収容中から出所等後に至るまで切れ目なく実施できるよう取組を強化する。

さらに、高齢者については、その再犯期間が短いことに注目し、刑務所から出た直後の指導・支援を強化するとともに、刑

務所収容中、福祉や年金に関する基礎的知識の付与、対人スキルの向上等、出所後の生活へのスムーズな適応を目指

した指導を充実する。

４.再犯防止に向けた総合対策（抄）

「刑務所出所後２年以内に再び刑務所に入所する者等の割合を今後１０年間で２０％以上削減する」ことが掲げられて
いる。

（平成２４年７月２０日 犯罪対策閣僚会議策定）

保護施設の種類（生活保護法第38条）保護施設の種類（生活保護法第38条）

保護施設在所者のうち身体障害者手帳、療育手帳を所持している在所者数保護施設在所者のうち身体障害者手帳、療育手帳を所持している在所者数

施設種別 在所者数 身体障害者手帳所持者数（対在所者数比） 療育手帳所持者数（対在所者数比）

救護施設 17,263人 3,177人　（18.4％） 4,244人　（24.6％）

更生施設 1,748人 49人　（2.8％） 43人　（2.5％）

授産施設 685人 33人　（4.8％） 94人　（13.7％）

出典：平成22年度社会福祉施設等調査(H22.10.1現在）

出典：平成21年度社会福祉施設等調査(H21.10.1現在）

５.保護施設の種類等

施設種別 概要 根拠法令 カ所数 在所者数

救護施設
　身体上又は精神上著しい障害があるために日常生活を営むことが困難な要保護

者を入所させて、生活扶助を行う施設。

生活保護法第３８条

第１項第１号
188 17,375

更生施設
　身体上又は精神上の理由により養護及び生活指導を必要とする要保護者を入所

させて、生活扶助を行う施設。

生活保護法第３８条

第１項第２号
19 1,457

医療保護施設 　医療を必要とする要保護者に対して医療の給付を行う施設。
生活保護法第３８条

第１項第３号
60 -

授産施設

　身体上若しくは精神上の理由又は世帯の事情により就業能力の限られている要保

護者に対して、就労又は技能の習得のために必要な機会及び便宜を与えて、その

自立を助長する施設。

生活保護法第３８条

第１項第４号
20 482

宿所提供施設 　住居のない要保護者の世帯に対して、住宅扶助を行う施設。
生活保護法第３８条

第１項第５号
10 431
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※　主な支援対象（特別調整対象者）
矯正施設に入所中であり、以下のすべての要件を満たす人

１　高齢（おおむね６５歳以上）又は障害を有すると認められること
２　矯正施設退所後の適当な住居がないこと
３　矯正施設退所後に福祉サービス等を受けることが必要と認められること
４　円滑な社会復帰のために、特別調整の対象とすることが相当と認められ
　ること
５　特別調整の対象となることを希望していること
６　特別調整の実施のために必要な範囲内で、個人情報を公共の保健福祉
　に関する機関等に提供することに同意していること

本人との面接

・通信の実施
福祉サービス等

調整計画の作成

・受入れ先施設等の確

保のための調整

・福祉サービス等の申

請支援等

・矯正施設退所後の受入れ先施設等の確保

（帰住予定地の決定）

・矯正施設退所後直ちに福祉サービス等を利

用できるようにするための体制整備

矯正施設に入所中の人に対する支援

本人が他の都道府県への帰住

を希望している場合は、他のセ

ンターに必要な対応を依頼

保
護
観
察
所
の
協
力
依
頼

本人の福祉的ニーズ、福

祉的支援を受ける上での

問題点等を把握

・本人に対する支援作業

計画を作成

・作成した計画は、保護観
察所に提出

コーディネート業務
（保護観察所の生活環境調整への協力）

依頼を受けたセンターは、受

入れ先施設等の確保に協力

○ 矯正施設入所者に対する住居の確保など退所に向けた生活環境調整等については、現在も保護観察所、地域生活
定着支援センターとの連携により行われている。

○ 矯正施設入所者を地域移行支援の対象とする場合にはこれらの支援制度との役割分担について整理が必要。

保護観察所の支援内容保護観察所の支援内容 地域移行支援の支援内容地域移行支援の支援内容

地域生活定着支援センターの支援内容地域生活定着支援センターの支援内容

６.矯正施設に入所している障害者に対する支援
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そ
の
他

平成２２年度

平成２３年度

地域生活定着支援センターの支
援対象者のうち更生保護施設が
受け入れた者の内訳

社会・援護局総務課調べ

一般社団法人全国地域生活定着支援センター
協議会調べ

n=217

□ n=234 
■ n=500

７.矯正施設を出所した障害者に対する支援の必要性

○ 矯正施設を出所した障害者については、矯正施設出所後の一定期間、更生保護施設などを利用するケースが少なく
ない。

○ 地域生活定着支援センターの支援対象者のうち更生保護施設が受け入れた者の内訳をみると、約６割が障害者（障
害の疑いのある者を含む）となっている。

（参考）地域生活定着支援センターの支援を受けた者の帰住先実績（参考）地域生活定着支援センターの支援を受けた者の帰住先実績
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（７）「障害支援区分」への見直しについて 

 

平成24年６月に成立した障害者総合支援法において、「障害程度区分」につ

いては、障害の多様な特性その他の心身の状態に応じて必要とされる標準的な

支援の度合いを総合的に示す「障害支援区分」に改め、平成26年４月１日から

施行することとされた。 

また、障害者総合支援法附則第２条では、「障害支援区分」の認定が知的障

害者や精神障害者の特性に応じて行われるよう、区分の制定に当たっては適切

な配慮その他の必要な措置を講ずるものとされた。 

これまで、厚生労働省では、障害者総合支援法の成立以降、 

① 約200市区町村の御協力の下、「障害程度区分」の詳細データを収集し、知

的障害者や精神障害者の二次判定における引き上げ要因の検証 

② 約100市区町村の御協力の下、検証結果を踏まえ構築した「障害支援区分

への見直し(案)」に基づく認定調査や市町村審査会による審査判定 

③ 厚生労働省ホームページを通じて、「障害支援区分への見直し(案)」に対

する意見募集 

等を行ったところである。 

現在、「障害支援区分への見直し(案)」に関する議論が社会保障審議会障害

者部会において行われているが、平成26年４月の施行に向けて想定されるスケ

ジュールは以下のとおり。 

 

平成25年 12月上旬：審査判定基準省令 パブリックコメント実施 

平成26年 １月上旬：審査判定基準省令 公布 

１月中旬：認定調査員等マニュアル 配布 

１月下旬：都道府県障害支援区分指導者研修(国研修) 開催 

（※）平成26年１月21日（火）国立保健医療科学院（埼玉県和光市）での開催で調整中 

２月上旬：判定ソフト(障害支援区分判定ソフト2014) 配布 

 

障害支援区分の円滑な施行のためには、障害支援区分の認定事務を行う各市

区町村は当然ながら、実際に認定業務に携わる認定調査員や市町村審査会委員

等が客観的かつ公平・公正な認定業務を実施できるよう、資質の向上（スキル

アップ）を図る取組が不可欠である。 

各都道府県におかれては、管内市区町村への周知や連絡等に加え、平成26

年１月下旬に開催予定の国研修終了後、速やかに管内の認定調査員や市町村審

査会委員等を対象にした研修会を開催するなど、円滑な施行に向けた取組に御

協力願いたい。 
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障害支援区分への見直し

【定 義】

障害者等に対する障害福祉サービスの必要性を明ら

かにするため当該障害者等の心身の状態を総合的に示

すもの。

【課 題】

障害程度区分は、知的障害者及び精神障害者につい

て、一次判定で低く判定され、二次判定で引き上げら

れている割合が高いことから、障害の特性を反映する

よう見直すべきではないか、との課題が指摘。

※二次判定で引き上げられた割合

［平成22年10月～平成23年９月］

身体：20.3％ 知的：43.6％ 精神：46.2％

［平成23年10月～平成24年９月］

身体：17.9％ 知的：40.7％ 精神：44.5％

障害支援区分

【定 義】

障害者等の障害の多様な特性その他心身の状態に応

じて必要とされる標準的な支援の度合を総合的に示す

もの。

【施行期日】

平成２６年４月１日

【適切な障害支援区分の認定のための措置】

政府は、障害支援区分の認定が知的障害者及び精神

障害者の特性に応じて適切に行われるよう、区分の制

定に当たっての適切な配慮その他の必要な措置を講ず

るものとする。

【法施行後３年を目途とした検討】

政府は、障害者総合支援法の施行後３年（障害支援

区分施行後２年）を目途として、障害支援区分の認定

を含めた支給決定の在り方等について検討を加え、そ

の結果に基づいて、所要の措置を講ずるものとする。

障害程度区分

１．新判定式（コンピュータ判定式）の構築

① コンピュータ判定式の見直し

課 題 ①現行のコンピュータ判定式は、開発された当時の要介護認定の判定式（樹形図）をそのまま活用したため、

肢体不自由者以外の障害の特性を十分に反映できていない。

②106項目の調査項目のうち、「行動障害や精神面等の調査項目（20項目）」の結果が、

コンピュータ判定では評価されていない。

見直し 全ての調査項目を活用しつつ、現行の二次判定により近い一次判定が全国一律で可能となるように、

コンピュータ判定式を抜本的に見直す。

見直し見直し

② 警告コードの廃止

課 題 要介護認定と同じものを活用しているため、障害の特性を踏まえていない。

見直し 障害の特性は多種多様であり、個々の障害者はさらに様々な状態である。

一部の組み合わせだけで障害の特性か、入力ミスかを判断することは困難であることから、警告コードは廃止。

見直し見直し

① 認定調査の結果を基に介護の

手間に係る時間を算出

② 算出された合計時間に応じて

区分が決定

障害程度区分

① 認定調査の結果や医師意見書の内容から、障害者の状態像を数量化

② 同じ状態像の障害者の「障害程度区分の二次判定結果」の実績を踏まえ

最も確率の高い区分を「障害支援区分の一次判定結果」とする。

障害支援区分

平成21年度～23年度の認定データ（約14,000件）に基づき判定式を構築
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２．調査項目の見直し（106項目 → 80項目）

① 調査項目の追加［６項目］

健康・栄養管理：「体調を良好な状態に保つために必要な健康面・栄養面の支援」を評価

危険の認識：「危険や異常を認識し安全な行動を行えない場合の支援」を評価

読み書き：「文章を読むこと、書くことに関する支援」を評価

感覚過敏・感覚鈍麻：「発達障害等に伴い感覚が過度に敏感になること、鈍くなることの有無」を確認

集団への不適応：「集団に適応できないことの有無や頻度」を確認

多飲水・過飲水：「水中毒になる危険が生じるほどの多飲水・過飲水の有無や頻度」を確認

課 題 知的障害者及び精神障害者の特性をより反映できるように、調査項目を追加する必要がある。

見直し 現行の調査項目では評価が難しい知的障害者や精神障害者の特性をより反映するため、調査項目を追加。

特に、発達障害の特性にも配慮できるよう、行動障害に関する調査項目を追加。

見直し見直し

衣服の着脱（衣服の準備等） じょくそう（予防のための介助） えん下（経管栄養等の状況）

食事（食事開始前の支援） 入浴（洗髪や洗顔、浴槽の出入り） 排便（月経時の処理）

薬の管理（内服薬以外） 金銭の管理（金融機関での手続き） 視力（全盲） 聴力（全ろう）

昼夜逆転（睡眠薬等の内服） 支援の拒否（介護以外の支援） 外出して戻れない（周辺地理を理解していない）

そううつ状態（そう状態） 不安定な行動（支援者等の変化） 話がまとまらない（興奮時の一時的な場合）

１人で出たがる、物や衣類を壊す、自らを傷つける行為、他人を傷つける行為（周囲や周辺の配慮等）

収集癖、不潔行為、異食行為、不適切な行為、突発的な行動（未然に防ぐ支援）

特別な医療［12項目］（本人や家族等が行う類似の行為）

※ その他、評価内容を追加・見直す主な項目

調査項目の追加

② 調査項目の統合［14項目→７項目］、削除［25項目］

認定調査時における障害者の負担を軽減するため、不要な調査項目等を整理する必要がある。

障害程度区分の認定状況を分析し、評価が重複する調査項目を統合するとともに、

他の調査項目や医師意見書で評価できる項目を削除する。

「上位の着脱」「ズボン・パンツ等の着脱」→「衣服の着脱」

「洗身」「入浴の準備と後片付け」→「入浴」

「調理」「食事の配膳・下膳」→「調理」

「意思の伝達」「独自の意思伝達」「指示への反応」「説明の理解」→「コミュニケーション」「説明の理解」

「被害的」「疑い深く拒否的」→「被害的・拒否的」

「大声を出す」「通常と違う声」→「大声・奇声を出す」

調査項目の統合

麻痺［５項目］ 拘縮［６項目］ じょくそう以外の皮膚疾患 飲水

洗顔 整髪 つめ切り 毎日の日課の理解

生年月日をいう 短期記憶 自分の名前をいう 今の季節を理解

場所の理解 幻視幻聴 火の不始末 文字の視覚的認識

調査項目の削除

課 題

見直し見直し見直し

（※）「麻痺」及び「拘縮」は医師意見書の内容をコンピュータ判定（一次判定）で直接評価。
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③ 選択肢の統一

○ 声かけ等の支援によって行為や行動ができ

る場合「できる（介助なし）」とされ、声か

け等の支援が評価されない項目がある。

○ 多動性や衝動性等の行動障害に対する見守

り等の支援が評価されない。

身体介助関係
１．できる

２．見守り等の支援が必要

３．部分的な支援や介助が必要

４．全面的な支援や介助が必要

運動機能の低下だけに限らず「知的障害や精神障害、発達障害に

よる行動上の障害（意欲低下や多動）」や「内部障害や難病等の

筋力低下や易疲労感」等によって「できない」場合を含めて判断。

選択肢

統一

○ 「行為、行動ができるかできないか」とい

う判断基準であり「支援が必要かどうか」が

評価されない。

○ 普段行っていない場合「能力を勘案し総合

的に判断する」となっているが、判断基準が

不明確。

日常生活関係
１．できる

２．部分的な支援が必要

３．全面的な支援が必要

施設入所や家族との同居等、普段過ごしている環境ではなく、

「自宅・単身」を想定して判断。

日頃行っていない場合は、一連の行為を行うために必要な運動機

能や判断力の有無、認識しているか等を踏まえ判断。

選択肢

統一

○ 見守り等の支援によって行動上の障害が現

れていない場合「行動障害がない」となる。

行動障害関係
１．ない

２．希にある

３．月１回以上ある

４．週１回以上ある

５．ほぼ毎日（週５日以上）ある

行動上の障害が生じないように行っている支援や配慮、投薬等の

頻度を含め判断。

選択肢

統一

④ 評価方法の見直し

「より頻回な状況」に基づき判断するため

「できない場合」が評価されない
できたりできなかったりする場合は

「できない状況」に基づき判断

「慣れていない状況や初めての場所等では

できない場合」を含めて判断「より頻回な状況」に基づき判断するため

「慣れていない状況でできない場合」が評価されない

できたりできなかったりする場合

自宅等の慣れている状況でのみできる場合

「調査時の状態や症状」に基づき判断するため

「重度の時の状態や症状」が評価されない

障害や症状に変化がある場合

障害等の状態や難病等の症状に変化がある場合は

「支援や介助が必要な状態」に基づき判断

評価方法

見直し

評価方法

見直し

⑤ その他（認定調査項目以外の活用）

医師意見書の内容のうち、以下の項目をコンピュータ判定で直接評価。

医師意見書

（知的障害や精神障害の特性をより評価）

てんかん 精神障害の機能評価

（調査項目の評価を補完）

麻痺 関節の拘縮

（※）認定調査員による調査項目ではないことから、80項目には含まれない。
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障害支援区分への見直し（案）に対する意見募集の結果概要

１．意見募集期間

（１）判定式（コンピュータ判定式）

○ 知的障害者や精神障害者の特性に限らず、身体障害者や重複障害者等の特性にも留意しながら判定式を構築してほし

い。

○ 平成21年度～23年度の約14,000件の認定データに基づき判定式（案）を構築したとあるが、約14,000件の認定データ

に多種多様な障害の特性等が適切に反映されているのか。

○ 現在、利用している障害福祉サービスが継続できるよう、障害支援区分の認定に伴い、現在認定を受けている障害程

度区分から下がることのないようにしてほしい。

○ モデル事業の結果を踏まえ、明らかに適当ではない組み合わせについては、現行の障害程度区分と同様に警告コード

を設けてもよいのではないか。 等

（２）認定調査

ア．認定調査項目

○ 知的障害者や精神障害者の特性に限らず、身体障害者や重複障害者等の特性にも留意しながら認定調査項目を検討

してほしい。

○ 選択肢の「部分的な支援や介助が必要」と「全面的な支援や介助が必要」の判断基準をより明確にしてほしい。

○ 家族や支援者の有無や状況など、障害者の置かれている環境に関する項目を認定調査項目に追加してほしい。

○ 性的行動や触法行為を行う恐れのある障害者に対する支援の度合も審査判定に必要であり、認定調査項目に追加す

べきではないか。

○ 障害の特性は多種多様であるため、認定調査項目の統合や削除は行わずに、きめ細かい認定調査を実施すべきでは

ないか。 等

平成25年７月１日～平成25年７月31日

３．意見の主な内容

２．募集方法

厚生労働省の「意見募集」ホームページにおいて公募

（総提出件数：２４５件）

（平成25年８月30日 厚生労働省ＨＰ掲載）

（２）認定調査

イ．認定調査の実施方法

○ 認定調査員によって結果が変わらないよう、認定調査項目の新たな判断基準等を周知徹底し、認定調査員の質の向

上（スキルアップ）を図るべき。

○ 認定調査員が判断に迷った内容を審査会委員に対して適切に伝達するため、認定調査員に対し、判断に迷った原因

などの特記事項への記載を徹底してほしい。 等

（３）その他

ア．市町村審査会

○ 各地域の市町村審査会によって結果が変わらないよう、審査会委員に対して新たな審査判定の基準等を周知徹底し、

審査会委員の質の向上（スキルアップ）を図るべき。 等

イ．医師意見書

○ 医師意見書の一部項目を一次判定で直接評価することについて、医師意見書を書く現場の医師に対して、周知徹底

を図ってほしい。

○ 専門外の医師が医師意見書を記載した場合など、一次判定で直接評価する麻痺や拘縮等の項目が「空欄（未記

入）」のまま提出され、実際の身体状況が適切に評価されない可能性があるため、対策が必要ではないか。 等

ウ．その他

○ 総合福祉部会の骨格提言において、区分は廃止すべきとの結論が出ており、この提言に沿った見直しを進めるべき

である。

○ ３障害（身体・知的・精神障害）共通の審査判定基準には限界があり、全ての障害者を網羅することは困難ではな

いか。 等
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障害支援区分の施行に向けたスケジュール（案）

平成25年 平成26年

６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月

新判定式
新調査項目

審査判定基準
（省令）

マニュアル

国研修
都道府県研修

障害支援区分
判定ソフト

社会保障審議会障害者部会ご意見募集

障害支援区分モデル事業（１０８市区町村）

パブコメ

（障害支援区分判定ソフト２０１４ 開発） 配布
（国→市町村）

（動作確認）

国研修
（都道府県向け）

都道府県研修
（市町村向け）

（認定調査員・市町村審査会委員マニュアル等 検討） 配布
（国→都道府県・市町村等）

公布 関連通知発出

障
害
支
援
区
分

施
行

平成２６年４月以降に
申請のあった者から順次
新たな調査項目による
認定調査を実施

「新判定式（コンピュータ判定式）」（案）の仕組み

① 認定調査項目等を支援行為や選択肢の回答傾向が類似している11群に分類

① 麻痺･拘縮 麻痺や拘縮

② 起居動作 寝返りや両足での立位保持など

③ 生活機能Ⅰ 食事や排便など

④ 生活機能Ⅱ 移乗や口腔清潔など

⑤ 視聴覚機能 視力や聴力

⑥ 認知機能 薬の内服や日常の意思決定など

⑦ 応用日常生活動作 掃除や買い物など

⑧ 行動上の障害Ａ 支援の拒否や暴言暴行など支援面

⑨ 行動上の障害Ｂ 多動やこだわりなど行動面

⑩ 行動上の障害Ｃ 話がまとまらない、意欲欠如など精神面

⑪ 特別な医療 点滴の管理や経管栄養など

②
起
居
動
作

寝返り できる 0 見守り等 7.8 部分介助 7.8 全介助 14.8

起き上がり できる 0 見守り等 6.2 部分介助 6.2 全介助 15.0

座位保持 できる 0 見守り等 6.8 部分介助 11.6 全介助 15.9

両足立位 できる 0 見守り等 7.2 部分介助 7.2 全介助 14.5

歩行 できる 0 見守り等 5.4 部分介助 5.4 全介助 13.6

立ち上がり できる 0 見守り等 5.1 部分介助 5.1 全介助 14.8

片足保持 できる 0 見守り等 2.8 部分介助 2.8 全介助 11.4

7.8

6.2

6.8

7.2

5.4

5.1

2.8

「② 起居動作」の合計点 ＝ 41.3

全介助の
合計点は100点

Ｎｏ 条件１ 条件２ 条件３ 条件４ 条件５ 条件６ ･･･

37
191

③生活機能Ⅰ
≦15.5

④生活機能Ⅱ
≦0.1

⑧行動障害Ａ
≦20.1

⑦応用動作
≦73.2

⑦応用動作
≧36.2

感情が不安定
≧希にある

Ｎｏ 非該当 区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６

37 0.0％ 4.3％ 74.5％ 20.2％ 1.1％ 0.0％ 0.0％
「区分２」＝ 一次判定結果

② 認定調査の結果と医師意見書の内容を踏まえ、各群ごとの合計点を算出（障害者の状態像を数量化）

③ 「障害程度区分の二次判定結果」と関連性の高い「各群の合計点」や「認定調査項目の各選択肢」等の組み合わせ（191組）の中で
状態像が合致する組み合わせの「障害程度区分の二次判定結果の比率」を踏まえ、「障害支援区分の一次判定」を決定

参 考
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１．移動や動作等に関連する項目［12項目］

１－１ 寝返り １－２ 起き上がり １－３ 座位保持 １－４ 移乗

１－５ 立ち上がり １－６ 両足での立位保持 １－７ 片足での立位保持 １－８ 歩行

１－９ 移動 １－10 衣服の着脱 １－11 じょくそう １－12 えん下

２．身の回りの世話や日常生活等に関連する項目［16項目］

２－１ 食事 ２－２ 口腔清潔 ２－３ 入浴 ２－４ 排尿

２－５ 排便 ２－６ 健康・栄養管理 ２－７ 薬の管理 ２－８ 金銭の管理

２－９ 電話等の利用 ２－10 日常の意思決定 ２－11 危険の認識 ２－12 調理

２－13 掃除 ２－14 洗濯 ２－15 買い物 ２－16 交通手段の利用

３．意思疎通等に関連する項目［６項目］

３－１ 視力 ３－２ 聴力 ３－３ コミュニケーション ３－４ 説明の理解

３－５ 読み書き ３－６ 感覚過敏・感覚鈍麻 － －

４．行動障害に関連する項目［34項目］

４－１ 被害的・拒否的 ４－２ 作話 ４－３ 感情が不安定 ４－４ 昼夜逆転 ４－５ 暴言暴行

４－６ 同じ話をする ４－７ 大声・奇声を出す ４－８ 支援の拒否 ４－９ 徘徊 ４－10 落ち着きがない

４－11 外出して戻れない ４－12 １人で出たがる ４－13 収集癖 ４－14 物や衣類を壊す ４－15 不潔行為

４－16 異食行動 ４－17 ひどい物忘れ ４－18 こだわり ４－19 多動・行動停止 ４－20 不安定な行動

４－21 自らを傷つける行為 ４－22 他人を傷つける行為 ４－23 不適切な行為 ４－24 突発的な行動 ４－25 過食・反すう等

４－26 そううつ状態 ４－27 反復的行動 ４－28 対人面の不安緊張 ４－29 意欲が乏しい ４－30 話がまとまらない

４－31 集中力が続かない ４－32 自己の過大評価 ４－33 集団への不適応 ４－34 多飲水・過飲水 －

５．特別な医療に関連する項目［12項目］

５－１ 点滴の管理 ５－２ 中心静脈栄養 ５－３ 透析 ５－４ ストーマの処置

５－５ 酸素療法 ５－６ レスピレーター ５－７ 気管切開の処置 ５－８ 疼痛の看護

５－９ 経管栄養 ５－10 モニター測定 ５－11 じょくそうの処置 ５－12 カテーテル

障害支援区分の調査項目（案） 参 考
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